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１　計画の概要 

(1) 計画の役割 

実施計画は、３層で構成する伊勢原市第６次総合計画の３層目にあたる計画です。 

前期基本計画に位置付ける施策を推進するための具体的な事業を示すもので、毎年度の予

算編成及び事業実施の指針となります。 

 

 

(2) 計画の期間 

計画期間は２年間とします。 

なお、行政評価の結果や社会環境変化に対応するため、毎年度、ローリングを行い、取組

内容や工程の変更、新たな事業の位置付け等の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

ローリング方式の導入 
 
毎年度、施策の進捗状況等

を踏まえた見直しを行うこ

とで、社会環境変化等への

柔軟な対応を図り、計画の

実行性を確保します。

- 1 -



 

 (３) 重点事業と施策構成事業 

実施計画では、前期基本計画の３７の施策ごとに、施策を推進するために必要な予算事業

を「施策構成事業」として明示したうえで、特に優先的・重点的に取り組む事業を「重点事

業」として位置付けています。 

 

また、前期基本計画では、人口の将来展望の実現を図るため、重点的に取り組む施策を分

野横断的に整理し、「未来を見据えた　いせはら元気創生戦略」として位置付けています。 

実施計画では、いせはら元気創生戦略の４つの基本目標ごとに、関連する事業を示します。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (４) 進行管理 

進行管理に当たっては、毎年度実施する前期基本計画に位置付ける３７の施策を対象とし

た行政評価により、施策の進捗状況を踏まえた事業の妥当性を点検し、事業の見直しやスク

ラップアンドビルドなどの改善を行う「ＰＤＣＡサイクル」を確立することで、効果的・効

率的な施策の展開を図ります。 

　　 

 
施策構成 

事業

《いせはら元気創生戦略》

･･･

･･･重点事業
特に優先的・重点的に取
り組むべき事業 
■前年度実施計画に 

位置付けた重点事業 
のうち、継続する事業 

■新規事業等

施策を推進するために必
要な予算事業（継続的に
実施している事業など）

実施計画書の構成
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(５) 財政の見通しと計画事業費等 

　①財政の見通し 

歳入・歳出の見込みについては、過去の実績や社会経済情勢等を考慮したほか、計画事業

（重点事業）に要する事業費等を積み上げるとともに、伊勢原市第６次行財政改革推進計画

の取組を推し進めることを前提として推計しています。 

歳入については、一般会計における一般財源を推計しています。 

一般財源とは、使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源のこと

で、市税や地方消費税交付金、地方交付税、地方譲与税などのほか、元利償還金相当額の全

額が後年度地方交付税措置される臨時財政対策債が含まれます。 

一般財源の多くを占める市税については、概ね１７０～１８０億円程度で推移すると見込

まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出については、一般会計における歳出のうち、法令や性質上、支出が義務付けられてお

り裁量的に減額等できない経費である義務的経費（扶助費、人件費、公債費）を推計してい

ます。 

少子・高齢社会の進行などにより、扶助費は、今後更に増加すると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊令和８年度当初予算編成時の制度下において推計しているため、実際の財政運営とは異なります。 
＊令和５～７年度は当初予算額、令和８年度は当初予算案ベース、令和９年度は推計額となります。 
＊地方交付税は、臨時財政対策債を含みます。 
＊その他には、地方譲与税や地方消費税交付金、地方特例交付金等が含まれます。

＊令和８年度当初予算編成時の制度下において推計しているため、実際の財政運営とは異なります。 
＊令和５～７年度は当初予算額、令和８年度は当初予算案ベース、令和９年度は推計額となります。 
＊扶助費には、児童手当や生活保護費、障がい福祉サービスの経費などが含まれます。

【歳入：一般財源】 （単位：億円）

令和５
(2023)年度

令和６
(2024)年度

令和７
(2025)年度

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

市税 171.6 168.8 177.9 183.3 183.7 

地方交付税
（臨時財政対策債含む）

14.6 12.1 11.3 13.0 13.0 

その他 52.2 59.3 47.3 49.1 44.2 

計 238.4 240.2 236.5 245.4 240.9 

区分

歳
入

【歳出：義務的経費】 （単位：億円）

令和５
(2023)年度

令和６
(2024)年度

令和７
(2025)年度

令和８
(2026)年度

令和９
(2027)年度

扶助費 104.8 112.8 120.8 123.6 133.0 

人件費 69.2 69.6 72.9 75.1 77.2 

公債費 26.0 24.8 23.8 23.7 23.7 

計 200.0 207.2 217.5 222.4 233.9 

区分

歳
出
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　②短期財政計画 

実施計画では、計画期間である２年間の計画事業（重点事業）について、基本政策ごとに

各年度における事業費を積み上げ、その財源内訳を明らかにし、短期財政計画として示しま

す。 

計画の推進に当たっては、一般財源や義務的経費等の財政見通しのもと、特定財源を最大

限に活用しながら取り組んでいくこととします。 

なお、短期財政計画の初年度については、当初予算と整合を図ることとします。また、毎

年度のローリングに伴う計画内容等の見直しにあわせて、短期財政計画についても見直しを

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　 

 

 

　③行財政改革の推進 

第６次総合計画の円滑な推進に向け、始期を同じくする「第６次行財政改革推進計画」に

基づき、市民に信頼され、健全で安定した財政運営を図るため、財務マネジメントを強化す

るとともに、限られた経営資源で持続的に質の高い行政サービスを提供するため、事務事業

の見直しや様々な主体との連携を図り、効果的･効率的な行財政運営を推進します。 

 

（単位：千円）
令和8年

（2026）年度
令和9年

（2027）年度
基本政策Ⅰ 39,878 38,166

基本政策Ⅱ 329,898 335,728

基本政策Ⅲ 317,008 1,271,312

基本政策Ⅳ 249,281 267,910

基本政策Ⅴ 3,554,069 4,352,232

基本政策Ⅵ 720,209 2,580,563

5,210,343 8,845,911

一般財源 1,301,329 3,571,613

国県補助金 1,588,749 2,159,084

市債 2,204,900 2,715,560

その他 115,365 399,654

5,210,343 8,845,911

＊介護保険事業特別会計及び公共下水道事業会計を含む。

年度

計画事業費合計

計

基
本
政
策

財
源
内
訳
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(６) 施策の体系 

 

施　　策

 01 防災

 02 消防・救急

 03 防犯・消費生活

 04 交通安全

 05 地域福祉

 06 高齢者福祉

 07 障がい者福祉

 08 健康づくり

 09 地域医療

 10 運動・スポーツ

 11 子育て支援

 12 幼児教育・保育

 13 若者・青少年

 14 学校教育

 15 教育環境整備

 16 生涯学習

 17 歴史文化

 18 商工業

 19 観光

 20 農林業

 21 地球・生活環境

 22 循環型社会

 23 新たな土地利用

 24 都市整備

 25 道路

 26 公園・緑化

 27 河川・下水道

 28 住宅

 29 景観

 30 公共交通

 31 コミュニティ・市民協働

 32 人権・男女共同参画

 33 平和・多文化共生

 34 広報・シティプロモーション

 35 行財政運営

 36 公共施設マネジメント

 37 ＩＣＴの利活用

基本政策Ⅰ 
災害や危険から 
命と暮らしを守る 
強くしなやかなまちづくり 

基本政策Ⅱ 
誰もが生涯にわたり 
安心して健やかに 
暮らせるまちづくり 

基本政策Ⅲ 
子どもを産み育てやすく 
豊かな学びで 
未来を拓くまちづくり 

基本政策Ⅳ 
活気にあふれ 
地球環境にやさしい 
まちづくり 

基本政策Ⅴ 
都市基盤が整った 
快適で暮らしやすい 
まちづくり 

基本政策Ⅵ 
みんなの力で進める 
持続可能なまちづくり 

人
と
自
然
と
歴
史
が
織
り
な
す

　暮
ら
し
や
す
さ
実
感
都
市

　伊
勢
原

○

　時

代

に

ふ

さ

わ

し

い

行

財

政

運

営

を

進

め

ま

す 

○

　強

み

を

生

か

し

ま

ち

の

成

長

を

促

し

ま

す 

○

　多

様

な

パ

ー

ト
ナ
ー

と

の

連

携

を

進

め

ま

す 

○

　安

全

・
安

心

な

暮

ら

し

を

守

り

ま

す

将　来 
都市像

まちづくりの 
基本理念

基　本　政　策

基
本
目
標
４

　
　持
続
可
能
な
地
域
社
会
を
築
き
、
健
康
で
快
適
な
暮
ら
し
を
創
出
す
る 

基
本
目
標
３

　
　結
婚
・
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
に
応
え
、
選
ば
れ
る
ま
ち
を
つ
く
る 

基
本
目
標
２

　
　魅
力
の
効
果
的
な
発
信
に
よ
り
、
多
彩
な
人
の
流
れ
を
つ
く
る 

基
本
目
標
１

　
　ま
ち
の
特
性
や
強
み
を
生
か
し
た
地
域
産
業
の
振
興
に
よ
り
、
新
た
な
雇
用
を
創
出
す
る

いせはら 

元　気 

創生戦略 
 

（第２期伊勢原市 
まち・ひと・しごと 
創生総合戦略）
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２　実施計画 

(1)重点事業 

施策の進捗状況や社会環境変化等への柔軟な対応を図るため、重点事業の位置付け等の見

直しを行い、令和８年度から９年までを計画期間とする実施計画では、新たに重点事業とす

る５事業を含む５８の重点事業を位置付けました。 

 

＜重点事業一覧＞ 

　　 

 

　　 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 所管課

防災通信網整備事業 危機管理課
避難所マンホールトイレユニット整備事業 危機管理課

防犯灯整備事業 市民協働課

自転車等駐車場整備事業 市民協働課

重層的支援体制整備事業 地域福祉推進課地域包括ケア担当

在宅重度要介護者等タクシー利用助成事業 長寿介護課
介護基盤整備事業 長寿介護課
介護予防事業 地域福祉推進課地域包括ケア担当

障害者地域生活支援事業 障がい福祉課
発達障がい児者及び家族等支援事業 こども家庭相談課

習慣化アプリ行動変容支援事業 健康づくり課

基本政策名
施策名

基本政策Ⅰ　防災・安全分野

01_防　災

03_防犯・消費生活

04_交通安全

基本政策Ⅱ　福祉・保健分野

05_地域福祉

06_高齢者福祉

07_障がい者福祉

08_健康づくり
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子育て家庭紙おむつ等支給事業 こどもみらい課
妊産婦健康診査等助成事業 こどもみらい課
産後ケア事業【新】 こどもみらい課
こども家庭センター事業 こども家庭相談課

保育体制拡充事業 保育・幼稚園課

若者のひきこもり支援事業 こども若者支援課

不登校対策強化事業【新】 教育センター

小学校教科担当制等推進事業 教育指導課

小中学校学習活動支援事業 教育指導課

市立小中学校在り方検討事業 教育総務課
小中学校校舎等改修事業 教育総務課施設担当
小中学校体育館空調設備整備事業【新】 教育総務課施設担当

地域学校協働活動推進事業 社会教育課
電子図書館運営事業 図書館・子ども科学館
図書館・子ども科学館施設長寿命化事業 図書館・子ども科学館

文化財管理施設整備・運営事業 社会教育課歴史文化担当

基本政策Ⅲ　子育て・教育分野

11_子育て支援

12_幼児教育・保育

13_若者・青少年

14_学校教育

15_教育環境整備

16_生涯学習

17_歴史文化
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企業立地促進事業 商工観光課
中小企業先端設備導入促進事業 商工観光課

日本遺産活用推進事業 商工観光課
観光インバウンド等プロモーション事業 商工観光課

地域農業経営基盤強化促進計画推進事業 農業振興課
スマート農業等導入支援事業【新】 農業振興課
農地耕作条件改善事業 農業振興課農林整備担当

カーボンニュートラル推進事業 環境対策課

資源リサイクルセンター管理運営事業 清掃リサイクル課
草木類分別収集・資源化事業 清掃リサイクル課

三ノ宮土地利用推進事業 新産業拠点整備課
新たな地域拠点整備推進事業 新産業拠点整備課

伊勢原駅北口市街地整備推進事業 市街地整備課
伊勢原大山インター土地区画整理推進事業 新産業拠点整備課

都市計画道路田中笠窪線整備事業 道路整備課
安全な歩行空間整備事業 道路整備課

公園施設保全改修事業 都市政策課
公園施設防災機能整備事業 都市政策課

建設改良費　＜公営企業会計＞
下水道整備課
下水道整備課下水道施設担当
下水道経営課

空き家対策推進事業 建築住宅課

公共交通空白地区等対策事業【新】 都市政策課

基本政策Ⅳ　産業・環境分野

18_商工業

19_観　光

20_農林業

21_地球・生活環境

22_循環型社会

基本政策Ⅴ　都市基盤分野

23_新たな土地利用

24_都市整備

25_道　路

26_公園・緑化

27_河川・下水道

28_住　宅

30_公共交通
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地域活動支援事業 市民協働課

人権意識啓発事業 人権・広聴相談課

シティプロモーション活動事業 広報戦略課

新たな歳入創出事業 発想クルリン課
人材育成・確保事業 職員課
行政改革推進事業 デジタル・行政経営課

市民文化会館施設改修事業 市民協働課市民文化会館担当

書かない窓口整備事業 デジタル・行政経営課
行政手続オンライン化推進事業 デジタル・行政経営課
自治体情報システム標準化・共通化事業 デジタル・行政経営課

基本政策Ⅵ　市民・行政分野

31_コミュニティ・市民協働

32_人権・男女共同参画

34_広報・シティプロモーション

35_行財政運営

36_公共施設マネジメント

37_ICTの利活用
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(２) 施策別事業 

■ 施策別事業の見方 

 

  

  
施策の具体的な内容を記載しています。

（前期基本計画から転記）

施策の内容

 

施策を推進する

ために必要な主な

予算事業を「施策

構成事業」として

位置付け、所管課

と令和８年度の事

業内容を中心に示

します。 

施策構成事業

   
予算上における計画事業を明確化するとともに、二重管理を解消するため、計画と予算上の事業

単位を原則一致させています。 
施策構成事業は細目（事業１）単位、重点事業は原則、細々目（事業２）単位で整理しています。 

 
細  目　：　予算書及び決算書に記載される事業の単位で、細々目を集約した事業の単位をいう。 
細々目　：　歳出予算を目的別に集約した事業の最小単位をいう。

計画事業と予算事業の紐付け

  
施策の推進により、達成に寄与する 

ＳＤＧｓのゴールを記載しています｡ 

 （前期基本計画から転記） 
  

対応するSDGs 
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施策の推進に当たり、特に優先的・重点的に取り組むべき事業を

「重点事業」として位置付け、今後２年間の「事業内容」「取組工程」

等を示します。

重点事業

予算科目は、（款.項.目.細目(事業１).細々目(事業２)）を表します。 
（令和８年度に予算計上がない事業は、「－」としています。）
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◆ 施策構成事業 

 
01 防 災

   

 施策の内容
 
 災害に強いまちづくりに向け、市民一人ひとりの防災意識の向上と自主防災活動の

充実等により、地域の防災力を強化します。 
また、災害発生時に迅速かつ的確に対応できるよう、防災設備や備蓄等の整備を進

めるとともに、情報伝達手段の充実や更なる関係機関との連携により、危機管理体制を
強化します。

 

総合防災訓練事業費 危機管理課

自主防災活動育成事業費 危機管理課

防災行政用無線維持管理費 危機管理課

防災資機材等維持管理費 危機管理課

防災資機材等整備事業費 危機管理課

防災行政用無線整備事業費 危機管理課

土砂災害・水害対策事業費 危機管理課

危険ブロック塀等撤去奨励補助事業費 危機管理課

地域総体の防災力の向上を図るため、自助・共助・公助の役割分担と連携に基づく総合防災

訓練を実施します。

地域の防災力の向上を図るため、自主防災の中核を担う防災リーダーを養成するなど、自主

防災活動の充実強化を進めます。

市民に速やかに防災情報を提供するとともに、防災関係機関等との円滑な情報受伝達を行う

ため、防災行政用無線やデジタル移動通信システムなどの適正な維持管理を行います。

災害発生時に迅速な災害応急対策活動や円滑な避難所運営等を行うため、適正に防災資機材

の維持管理を行います。

災害発生時に迅速な災害応急対策活動や円滑な避難所運営等を行うため、防災資機材や生活

物資、保存水、非常用食料等の公的備蓄を進めます。

市民に速やかに防災情報を伝達するため、防災行政用無線・屋外子局の整備を図るととも

に、防災関係機関等との円滑な情報受伝達を行うため、県防災通信網の再整備を行います。

地域住民が土砂災害や浸水害から身を守ることができるよう、地域の災害特性に応じた風水

害対策訓練を実施します。

大規模地震により倒壊のおそれがあるブロック塀等の早期解消を図るため、緊急交通路や緊

急輸送道路、通学路に面する危険ブロック塀等の撤去等を進めます。
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◎ 重点事業 

 

 

 

 
 

 

01-1

千円 千円
予算科目

防災通信網整備事業 危機管理課

事業費見込み 19,151 19,151
08.01.04.468.003

事業
内容

大規模災害時の通信途絶等に備え、市災害対策本部や関係機関等の通信手段を確保するために整
備した、デジタル移動無線の適切な管理・運用を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

デジタル移動無線の管理・運用 管理・運用 管理・運用

取組
工程

01-2

千円 千円
予算科目

避難所マンホールトイレユニット整備事業 危機管理課

事業費見込み 5,015 5,015
08.01.04.467.002

事業
内容 　避難所の衛生環境向上のため、広域避難所にマンホールトイレユニット及び収納庫を整備します。

項　目 令和８年度 令和９年度

マンホールトイレユニット及び
収納庫の整備 整備／運用 整備／運用

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

消防活動費 消防管理課

火災予防事業費 予防課

応急救援体制強化事業費 消防管理課

消防職員研修費 消防総務課

消防車両等整備事業費 警防課

消防本部・消防署本署庁舎整備事業 消防総務課

消防活動を安全かつ迅速に行うため、緊急消防援助隊車両等の資機材整備を図るとともに、火災の

現状把握や遭難者捜索の迅速化を図るため、無人航空機（ドローン）を導入します。

市民の生命、身体及び財産を火災から保護するため、建築物等の所有者、管理者、占有者に対し、

防火指導等を行います。

市民の安全を確保するため、専門的な知識・技能を有する救急救命士を養成するとともに、有資格

者を実務研修へ派遣し、高度救急救命体制の強化充実を図ります。

火災等による被害の軽減を図るため、消防の職責を正しく認識する能力と専門的な知識・技術を身

に付け、複雑多様化する災害現場に対応できる消防職員の育成を図ります。

消防車両の性能向上及び機動力を確保するため、消防車両整備計画に基づき、老朽化した車両を整

備します。

年々増加する救急需要や複雑多様化する災害に的確に対応するため、時代に即した消防活動拠点施

設に求められる機能、規模及び整備の方向性について整理・検討します。

 
02 消防・救急

   

 施策の内容
 
 火災をはじめ、あらゆる災害から市民を守るため、消防施設や資機材等の適切な整備

とともに、救急救命士の養成等の人材育成に取り組み、消防・救急体制を強化します。 
また、火災予防や救急車の適正利用など、市民一人ひとりの消防・救急意識を高める

ため、必要な意識啓発や支援を推進します。
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◎ 重点事業 

　－－－ 
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◆ 施策構成事業 

 

 
03 防犯・消費生活

   

 施策の内容
 
 安全で犯罪の起きにくいまちをつくるため、防犯活動の支援や効果的な啓発活動に

取り組み、地域の防犯力の向上を図るとともに、防犯灯や防犯カメラの適切な維持管理
と計画的な設置を進めます。 

また、複雑・多様化する消費者トラブルに的確に対応するため、相談支援体制の維
持・充実や被害の未然防止、自立した消費者の育成に向けた教育を推進します。

 

防犯対策事業費 市民協働課

防犯灯維持管理費 市民協働課

地域防犯対策推進事業費 市民協働課

防犯拠点運営事業費 市民協働課

防犯灯整備事業費 市民協働課

消費者保護事業費 人権・広聴相談課

犯罪のない地域社会をつくるため、防犯協会の活動への助成等を行い、安全で安心して生活

できる地域社会の構築を図ります。

安全で安心して生活できる地域社会の構築のために、ＥＳＣＯ事業によって全灯ＬＥＤ化さ

れた防犯灯の維持管理を行います。

防犯・防災等に係る緊急情報等について、｢くらし安心メール｣により配信するとともに、市

民生活に関わる行政情報を広く市民に提供します。また、防犯カメラの運用により、犯罪の抑

止や早期解決を図ります。

犯罪のない安全で安心して暮らすことのできるまちづくりを推進するため、愛甲石田駅南口

に設置した成瀬安全安心ステーションを運営し、地域防犯活動の拠点及び情報共有の場として

活用を図ります。

夜間における歩行者の安全を確保するため、ESCO事業により必要な箇所へ防犯灯の新設を

行うとともに、増加傾向にある電柱のない箇所への新設要望に対応するため、専用柱を整備し

ます。

消費者を保護するため、消費生活センターに消費生活相談員を配置して、消費者のトラブル

や苦情への問題解決に向けた助言・あっせんを行うとともに、消費生活講座等を開催し、被害

の未然防止及び啓発を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

03-1

千円 千円
予算科目

防犯灯整備事業 市民協働課

事業費見込み 15,448 14,000
02.01.09.906.001

事業
内容

夜間における歩行者の安全を確保するため、必要な箇所へ防犯灯の新設を行うとともに、電柱のない箇
所への新設要望に対応するため、専用柱を整備します。

項　目 令和８年度 令和９年度

防犯灯の設置 新設 新設

防犯灯専用柱の整備 整備 整備

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

交通事故防止対策事業費 市民協働課

交通安全対策事務費 市民協働課

自転車等駐車場整備事業費 市民協働課

交通事故多発地点や危険な箇所に交通事故防止対策として注意喚起看板の設置等を行い、交

通事故の軽減を図ります。

交通事故現場の再現による体験型交通安全教室「スケアード・ストレイト」を、市立中学校

の生徒を対象に実施し、さらなる交通安全意識の高揚を図るとともに、中学生以下の市民を対

象に、自転車用ヘルメットの購入助成を行い、自転車利用時における事故や転倒から頭部を守

るヘルメットの普及促進を図ります。

交通安全教育及び交通安全思想を普及するとともに、交通安全意識の高揚と交通事故の未然

防止に努めます。また、交通安全団体の活動への助成等を行い、交通安全と交通事故防止を地

域住民と一体となって推進します。

自転車等利用者の利便性を向上させるため、自転車等駐車場整備計画に基づき、市営自転車

等駐車場の再整備及び効率的な管理・運営に向けた取組を進めます。

 
04 交通安全

   

 施策の内容
 
 交通事故を防止するため、関係機関と協力した交通安全パトロールや啓発活動によ

り、市民の交通安全に対する意識の向上を図ります。 
また、自転車等駐車場の整備等により、駅周辺の安全な自転車利用環境を整えると

ともに、交通危険箇所等の点検に基づく、交通安全施設の整備や関係機関への要請等
を通じ、交通環境の改善を図ります。
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◎ 重点事業 

 

04-1

千円 千円
予算科目

自転車等駐車場整備事業 市民協働課

事業費見込み 264 0
07.04.03.905.001

事業
内容

自転車等利用者の利便性を向上させるため、自転車等駐車場整備計画に基づき、市営自転車等駐
車場の再整備及び効率的な管理・運営に向けた取組を進めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

自転車等駐車場の集約化
（伊勢原駅北口）

再整備及び効率的な管理・運営
の検討・準備

再整備及び効率的な管理・運営
の実施

自転車等駐車場の集約化
（伊勢原駅南口）

再整備及び効率的な管理・運営
の検討・準備

再整備及び効率的な管理・運営
の実施

自転車等駐車場の集約化
（愛甲石田駅）

再整備及び効率的な管理・運営
の検討・準備

再整備及び効率的な管理・運営
の実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

社会福祉協議会運営助成事業費 地域福祉推進課

地域福祉推進事業費 地域福祉推進課

ＤＶ被害者支援費 地域福祉推進課地域包括ケア担当

生活困窮者自立支援事業費 地域福祉推進課地域包括ケア担当

成年後見・権利擁護推進事業費 地域福祉推進課

重層的支援体制整備事業費 地域福祉推進課地域包括ケア担当

　地域福祉の推進及び在宅福祉活動の中心的な役割を担う社会福祉協議会の活動を支援します。

伊勢原市地域福祉計画の進行管理を行い、地域福祉を推進するための施策・事業を計画的・総合的に

進めます。

配偶者等からの暴力の被害者に対し、安心して相談できる体制を整え、関係機関との連携協力により

被害者の安全確保から自立までの支援を行います。

生活保護に至る前段階の自立支援策の強化を図るために、生活困窮者に対して自立相談支援事業を実

施し、住居確保給付金の支給や家計改善事業の実施など様々な支援を行い、生活困窮状態からの早期自

立を支援します。

伊勢原市成年後見制度利用促進基本計画に則り、伊勢原市成年後見・権利擁護推進センターの事業の

内容等を検討しながら、権利擁護の推進を図ります。

複雑化・複合化した課題（ひきこもり、８０５０問題、ダブルケア、社会的孤立など）に対応する

ため、①包括的相談支援、②地域づくりに向けた支援、③参加支援の３つの柱をもとに包括的な体制を

構築します。

 
05 地域福祉

   

 施策の内容
 
 誰もが安心して、暮らすことができる地域共生社会の実現に向け、福祉活動の担い手

を育成し、関係機関等と連携した地域福祉のネットワークづくりを進めるとともに、複雑・
複合化する福祉課題に対応するため、包括的・総合的な相談支援体制の充実等を図り
ます。 

また、生活困窮者に対する必要な支援を行い、経済的・日常的・社会的な自立を促進
します。
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◎ 重点事業 

 

 

05-1

千円 千円
予算科目

重層的支援体制整備事業
地域福祉推進課
       地域包括ケア担当

事業費見込み 6,319 6,319
03.01.01.933.001

事業
内容

　複雑化・複合化した課題（ひきこもり、８０５０問題、ダブルケア、社会的孤立など）に対応するため、
①包括的相談支援、②地域づくりに向けた支援、③参加支援の３つの柱をもとに包括的な体制を構築
します。

項　目 令和８年度 令和９年度

包括的な相談支援 複合的な相談・課題に対する
調整・マネジメントの実施

地域福祉計画改定に併せた
実施体制の見直し

地域づくりに向けた支援 地域の担い手づくりのための
普及啓発

地域の担い手づくりのための
普及啓発

参加支援 社会・地域とつながるための
関連事業の実施

地域福祉計画改定に併せた
事業の検証・見直し

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

在宅福祉支援事業費 長寿介護課

高齢者生きがい事業費 長寿介護課

シルバー人材センター運営助成事業費 長寿介護課

地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費補助金 長寿介護課

一般介護予防事業費 ＜特別会計も含む＞ 地域福祉推進課地域包括ケア担当

包括的支援事業費 ＜特別会計も含む＞

地域福祉推進課地域包括ケア担当

長寿介護課

高齢者の在宅生活や在宅介護をする家庭を支援するため、ねたきり及び認知症高齢者に対し、

紙おむつの支給、寝具の乾燥丸洗い、理髪などの各サービスを実施します。

高齢者の長寿を祝うための祝金品贈呈に加え、社会参加を通じた心身の健康維持、生きがい創

出の場の確保を目的として、老人クラブ活動、趣味活動、地域の敬老事業への支援を行います。

高齢者の持つ知識・経験・技能等を生かした社会貢献や生きがいづくりのための就労の場を確

保するため、シルバー人材センターの運営を支援します。

介護が必要となっても、ニーズに応じたサービス提供により、住み慣れた地域で安心して生活

できるよう、地域密着型サービスの整備を支援します。

閉じこもりを防ぎ、要介護状態になることを予防するため、必要な知識の普及・啓発を行うこ

とや地域における自主的な介護予防活動の支援、介護予防サポーター等の育成、介護支援ボラン

ティアを通じた生きがいづくり等を支援することで、介護予防を推進します。

地域で高齢者を支え、地域包括ケア体制を推進するため、地域包括支援センターを設置し、専

門職による介護予防マネジメント、総合相談、権利擁護事業、生活支援体制整備事業及び認知症

総合支援事業を実施します。

 
06 高齢者福祉

   

 施策の内容
 
 高齢者がいつまでも自立した生活が送れるよう、介護予防に関する高齢者保健福祉施

策を充実させるとともに、生きがいづくりや就労、地域活動などの社会参加を支援します。 
また、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けることができるよう、地域包括ケ

ア体制の充実を図るとともに、持続的かつ安定的に介護保険制度を運営します。
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◎ 重点事業 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

06-1

千円 千円
予算科目

在宅重度要介護者等タクシー利用助成事業 長寿介護課

事業費見込み 3,084 3,084
03.01.03.164.009

事業
内容

在宅で生活する重度の要介護者や認知症高齢者が、福祉タクシーなどを利用して通院や買い物等の
外出をする際に、経済的負担と介護者の負担を軽減するため、タクシー利用助成券を交付します。

項　目 令和８年度 令和９年度

タクシー利用助成券の交付 タクシー利用助成券の交付／
検証・評価

タクシー利用助成券の交付／
検証・評価

取組
工程

06-2

千円 千円
予算科目

介護基盤整備事業 長寿介護課

事業費見込み 50,824 50,824
03.01.03.957.001

事業
内容

介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう、必要な介護サービスが受
けられる環境を整備するため、地域密着型サービスの整備を支援します。

項　目 令和８年度 令和９年度

介護老人福祉施設（特別養
護老人ホーム）の整備 運用 運用／整備計画見直し

小規模多機能型
居宅介護施設の整備

公募・事業者選定
／施設整備

施設開所・介護サービス開始
／整備計画見直し

看護小規模多機能型
居宅介護施設の整備

施設整備／
施設開所・介護サービス開始 運用／整備計画見直し

取組
工程
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06-3

千円 千円

予算科目

介護予防事業
地域福祉推進課
　　　地域包括ケア担当

事業費見込み 13,630 13,630
［一般会計］ 

03.01.03.936.001
［特別会計］ 

03.01.01.721.002
03.01.01.721.004

事業
内容

高齢者がいつまでも健康で自立した生活が送れるよう、介護予防の普及啓発や地域での介護予防活
動の支援を行うほか、介護予防サポーター等の育成、介護支援ボランティアを通じた社会参加などのＩＣ
Ｔを活用した介護予防を推進します。

項　目 令和８年度 令和９年度

ミニデイ(サロン)の運営支援 活動団体への運営／
創設支援の実施

活動団体への運営／創設支援の
実施（計４４箇所）

地域ダイヤビック教室の開催 養成講座の実施／
人材育成等の支援の実施 人材育成等の支援の実施

ICTを活用した介護予防の
推進

アプリを活用した事業の実施／
実施体制の充実

アプリを活用した事業の実施／
事業見直し（ポイント加算等）

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

グループホーム等運営事業費 障がい福祉課

レスパイトサービス事業費 こども家庭相談課

障害者自立支援給付費 障がい福祉課

障害者虐待防止事業費 障がい福祉課

障害児通所支援事業費 こども家庭相談課

グループホームの設置運営を行うものに対して、市民の障がい者が負担すべき家賃の助成及び新規

開設グループホームの設置費を補助します。

　知的障がい児・者を日中に一時的に預かり、介護者の負担軽減等を図ります。

介護給付等に係る障害福祉サービス利用に要する費用を支給します。また、身体障がい児・者の障

がいを除去・軽減し、日常生活能力の回復を目的とした関節形成術などの手術費用及び人工透析に係

る医療費を支給します。さらに、義肢、装具、車いすなどの補装具の交付及び修理に係る費用を支給

します。

障がい者虐待の予防、早期発見ができるよう、障がい者虐待防止センターを運営し、啓発活動等を

実施します。

　障がい児通所サービス利用に要する費用を支給します。また、児童発達支援センターにおいて、障

がい児通所サービスや基幹相談支援を実施し、地域障がい児支援体制の強化を図ります。

 
07 障がい者福祉

   

 施策の内容
 
 障がい者が地域で自立した生活を送れるよう、多様なニーズに対応できる相談支援

体制の充実を図るとともに、障がい者の人権が尊重され、自らの能力を発揮できるよう、
特性に応じた就労や社会参加を支援します。 

また、障がいに対する理解の促進や差別解消を図るため、啓発活動等に取り組みます。
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◎ 重点事業 

 

 

 

07-1

千円 千円
予算科目

障害者地域生活支援事業 障がい福祉課

事業費見込み 251,547 257,377
03.01.02.160.006

事業
内容

障がい者が安心して地域生活を送れるよう、相談支援事業所の増設や機能強化、医療的ケア支援の充
実等に取り組み、障がい者の相談支援体制の強化を図ります。
　また、地域で障がい者の生活を支援するために必要な障害福祉サービス利用に要する費用を支給します。

項　目 令和８年度 令和９年度

相談支援事業所の整備 １箇所増設 １箇所増設／計画見直し

委託相談支援事業所の
機能強化 実施 実施

(事業所追加)

医療的ケア児等
コーディネーターの配置 配置 配置／計画見直し

取組
工程

07-2

千円 千円
予算科目

発達障がい児者及び家族等支援事業 こども家庭相談課

事業費見込み 891 891
03.02.01.793.003

事業
内容

こどもの行動をよりよく理解し、望ましい行動を引き出すための効果的な手法を学ぶことを目的とした「ペア
レントトレーニング」を実施します。
また、発達障がいのある子育てを経験した「ペアレントメンター」を養成し、ペアレントトレーニングが普及し

ていけるよう関係機関と連携し、子育て支援体制の充実を図ります。

項　目 令和８年度 令和９年度

ペアレントトレーニング講座の
実施 実施 実施

ペアレントメンターの養成 実施 実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

若年がん患者在宅療養支援事業費 健康づくり課

感染症予防対策事業費 健康づくり課

疾病予防事業費 健康づくり課

がん検診事業費 健康づくり課

食育推進事業費 健康づくり課

市民健康増進事業費 健康づくり課

健診・保健指導事業費 健康づくり課

特定健康診査等事業費 ＜特別会計＞ 保険年金課

自殺防止対策事業費 障がい福祉課

40歳未満の末期がん患者の方が、住み慣れた自宅で最後まで安心して自分らしい生活が送れるよう、在宅生

活に必要な経費の一部を補助し、患者とその家族の負担を軽減します。

　新型コロナウイルス感染症を含め、新興感染症等発生に備え消毒薬等の備蓄を行います。

　疾病の早期発見・治療に結びつけるため、各事業を実施し、市民の健康維持・増進を図ります。

がん検診を実施し、疾病の早期発見・早期治療を図るとともに、自らの健康状態を知る機会を提供します。

また、口腔がん検診については補助金を交付し、事業を支援します。

　市民の健康維持・向上を図るため、乳幼児から高齢者まで、ライフステージに応じたより良い食習慣づくり

を支援します。

生活習慣病予防対策を進めるとともに、市民の健康づくりを支援します。また、若い世代が普段の生活様式

の中で、健康づくりを考え、健康的な生活を習慣とする機会を作ることを目的とし、習慣化アプリ・食生活改

善記録アプリ・栄養評価尿検査キット等を組み合わせた事業を実施します。

４０歳以上の生活保護受給者の健康診査・保健指導及び後期高齢者医療制度加入者の健康診査を実施しま

す。また、より若い年代からの健診等による健康への意識付けをし、生活習慣病予防の取組を推進します。

国民健康保険被保険者の健康の保持増進及び医療費の適正化を目的に、伊勢原市国民健康保険第３期データ

ヘルス計画・第４期特定健診等実施計画に基づき、４０歳以上の被保険者を対象に特定健康診査及び特定保

健指導を実施します。

　地域における自殺防止対策として普及啓発、人材育成事業を実施します。

 
08 健康づくり

   

 施策の内容
 
 市民一人ひとりが生涯を通じて健康に暮らせる環境を整えられるよう、ライフステージ

に応じた健康づくりの支援を行うとともに、健康診査や各種検診の充実等により、疾病
予防と早期発見を図ります。 

また、誰もが自殺に追い込まれることのない地域社会の実現をめざし、こころの健康
づくりを推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

08-1

千円 千円
予算科目

習慣化アプリ行動変容支援事業 健康づくり課

事業費見込み 3,603 3,603
04.01.06.252.004

事業
内容

健康的な生活習慣の確立を促すため、「ピアサポート型習慣化アプリ」「食生活改善記録アプリ」など、ス
マートフォンによるアプリを活用した健康づくりに取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

習慣化アプリの活用 習慣化アプリの活用 習慣化アプリの活用

食生活改善記録アプリの活用 食生活改善記録アプリの活用 食生活改善記録アプリの活用

栄養評価尿検査キットの活用 栄養評価検査キットの活用 栄養評価検査キットの活用

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

院内保育推進事業費 健康づくり課

市医師会等補助金 健康づくり課

救急医療対策費 健康づくり課

休日夜間急患診療所等運営費 健康づくり課

救急医療体制整備促進費 健康づくり課

産科医師分娩手当補助金 健康づくり課

かかりつけ医普及定着促進事業費 健康づくり課

病院に従事する専門職の確保・安定策の一つである保育所運営を支援し、医療体制の継続・充実

を図るため、市内の医療機関が実施する看護職員のための保育施設運営に対し、必要な経費を補助

します。

地域における保健医療活動及び保健衛生活動の充実を図るため、保健医療団体・保健衛生団体活

動に対する補助金支出及び保健医療団体・保健衛生団体事業に対する補助金支出を行います。

入院、手術等が必要な救急患者が安定した医療を受けられるよう、第二次急患診療事業を支援

します。

救急患者が休日・夜間においても、安定した医療を受けることができるよう、休日夜間急患診

療所等の運営を支援します。

市民への安定した救急医療を確保するために、初期救急及び第三次救急の充実を図り、地域医療

の連携を強化します。

分娩を取り扱う産科・婦人科医及び助産師に対して、処遇改善を通じて、急激に減少している

産科医療機関及び産科医の確保を図るため、産科医療機関に補助金を交付します。

日頃からの健康相談や健康管理など、地域の医療を支える「かかりつけ医」、「かかりつけ歯

科医」、「かかりつけ薬局」の普及・定着を促進するため、市広報、市ホームページ等により定

期的な情報提供に努めます。

 
09 地域医療

   

 施策の内容
 
 市民がいつでも安心して医療サービスを受けられる環境を維持するため、かかりつけ

医の普及促進など、医療機関の役割分担と連携を促進するとともに、救急医療体制を
維持するための支援等を図ります。 

また、関係機関等と連携しながら、新たな感染症や災害発生等の危機事態に対応可
能な医療体制の確保に努めます。
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◎ 重点事業 

　 －－－ 
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◆ 施策構成事業 

公園維持管理費 スポーツ課

体力づくり推進事業費 スポーツ課

スポーツ・レクリエーション活動推進事業費 スポーツ課

学校体育施設開放事業費 スポーツ課

総合体育大会開催費 スポーツ課

大山登山マラソン大会開催費 スポーツ課

体育施設維持管理費 スポーツ課

公園スポーツ施設改修事業費 スポーツ課

総合運動公園や地域公園にあるスポーツ施設の適正な維持管理及び運営を行うため、指定管理者による管

理運営と効果的な運用の検討、施設の修繕等を実施するとともに適正配置に向けた検討も進めます。

市民の健康・体力づくりを促進するため、地区体力づくり団体や総合型地域スポーツクラブの事業を支援

するとともに、各種スポーツ大会やロードレース大会を開催します。

　市民のスポーツ競技力の向上とレクリエーション活動の伸長を期するため、選手強化・派遣、関係団体の

育成に努めるとともに、激励金の交付やスポーツ賞表彰の実施、各種スポーツ教室の開催や講習会等を実施

します。

広く市民のスポーツ活動を助長するため、市立小・中学校の体育館、グラウンドを通年開放し、また夏季

は小学校プールを開放します。

スポーツを愛好する多くの市民に競技会の機会を提供し、スポーツを通じ健康明朗な心身の育成を図ると

ともに、市民相互の交流を推進するため、市民スポーツの祭典として総合体育大会を実施します。

全国でも特徴あるマラソンとして、本市の知名度アップと大会を通じた市民のスポーツ交流を広げ、ス

ポーツを身近に感じるまちづくりを進めるため、大山登山マラソン大会を実施します。

市立武道館やスポーツ広場、行政センタースポーツ施設の適正な維持管理及び運営を行うため、指定管理

者などによる管理運営と効果的な運用の検討、施設の修繕等を実施するとともに適正配置に向けた検討も進

めます。

　公園スポーツ施設の継続的な改修により長寿命化を図ります。

 
10 運動・スポーツ

   

 施策の内容
 
 多くの市民が健康で活力ある生活を送ることができるよう、ライフステージに応じた運

動・スポーツに親しむ機会の提供や、それらを支える人材の育成を推進します。 
また、計画的な改修・維持管理により、スポーツ環境の確保を図るとともに、将来的な

スポーツ施設の適正配置に向けた検討を進めます。
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◎ 重点事業 

 －－－ 
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◆ 施策構成事業 

こども医療費助成事業費 こどもみらい課

子育て支援推進事業費 こどもみらい課

ファミリー・サポート・センター事業費 こどもみらい課

子育てサポーター養成事業費 こどもみらい課

妊娠・出産包括支援事業費 こどもみらい課

乳幼児健康診査事業費 こどもみらい課

不妊症・不育症治療費助成事業費 こどもみらい課

子ども家庭相談事業費 こども家庭相談課

0 歳から高校生年代（18 歳到達後の最初の年度末）までの通院及び入院にかかる医療費（保険診療分の

自己負担額）を助成し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、こどもの健全な育成と健康の増

進を進めます。

子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、身近で気軽に利用できるくつろぎの場、ふれあ

いの場を提供し、子育てについての相談や情報の提供などを行うことにより、子どもの健やかな育ちを支援

します。

育児の援助を受けたい人（依頼会員）と援助を行いたい人（支援会員）が会員となり、地域住民による有

償の相互援助活動を行います。

地域における子育て支援の担い手となる「子育てサポーター」を養成するとともに、活動中のサポーター

のスキルアップを図ります。

　母親父親教室や産後ケア事業などの取組を通じて、妊娠期から出産、就学前までの切れ目のない包括的な

支援を行います。また、妊産婦健康診査等や新生児聴覚検査に係る費用を助成し、経済的支援を行います。

乳幼児の発育・発達を確認し、疾病や発達障がいの早期発見、早期支援を図るため、乳幼児健診や健康相

談を行います。また、就学を控えた５歳児を対象にスクリーニング調査を実施し、就学に向けた支援を行い

ます。

妊娠、出産を望んでいる夫婦を支援するため、不妊症・不育症治療に要する保険適用外の費用の一部を

助成し、経済的負担の軽減を図ります。

母子保健機能と児童福祉機能を一体的に運用し、こども家庭センターとして、すべての妊産婦、子育て世

帯、こどもへの相談に、関係機関と連携を図り、包括的で継続的な支援を実施します。

 
11 子育て支援

   

 施策の内容
 
 子育て世代が安心して子どもを産み育てることができるよう、妊娠・出産から子育て期

までのそれぞれの段階に対応した切れ目のない支援の充実を図るとともに、子どもの健
やかな成長に向けた相談・支援体制の充実等を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

 

11-1

千円 千円
予算科目

子育て家庭紙おむつ等支給事業 こどもみらい課

事業費見込み 30,383 30,000
03.02.01.192.006

事業
内容

子育てしやすい環境づくりに向けて、子育て世帯の日常生活を支援するため、紙おむつ等を支給すること
で経済的負担の軽減を図るとともに、安心して子どもを産み育て、次代を担う子どもの健やかな成長を応援
します。

項　目 令和８年度 令和９年度

紙おむつ等の支給 申請者に対する
紙おむつ等の支給

申請者に対する
紙おむつ等の支給

取組
工程

11-2

千円 千円
予算科目

妊産婦健康診査等助成事業 こどもみらい課

事業費見込み 61,212 64,662
04.01.07.254.002

事業
内容

妊産婦とこどものすこやかな成長を目指し、産前産後の母体管理や、新生児の疾病予防に係る検査費
用等の助成を行い、経済的負担の軽減を図ります。

項　目 令和８年度 令和９年度

妊婦（多胎妊婦）健康診査
費用の助成 助成額の拡大 助成

1か月児健康診査費用の助成 助成検討 助成開始

新生児聴覚検査費用の助成 助成 助成

産婦健康診査費用の助成 助成 助成

取組
工程
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11-3

千円 千円
予算科目

産後ケア事業 こどもみらい課

事業費見込み 3,425 4,002
04.01.07.254.004

事業
内容

出産後の母子に対して、心身のケアや育児サポートを行い、産後も安心して子育てができるよう支援
します。

項　目 令和８年度 令和９年度

宿泊型 開始 実施／
委託先の拡大検討

デイサービス型 実施／産科医療機関等への
委託の開始

実施／
委託先の拡大検討

訪問型 実施 実施／委託の検討

取組
工程

11-4

千円 千円
予算科目

こども家庭センター事業 こども家庭相談課

事業費見込み 24,541 24,541
03.02.01.186.005

事業
内容

　母子保健と児童福祉の機能を一体的に担う「こども家庭センター」の運営を行います。全ての妊産婦、子
育て世帯及びこどもの相談支援を行い、関係機関と連携を図り、包括的で継続的な支援を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

こども家庭センターの運用 運用 運用

ヤングケアラー実態把握調査
及び支援 実施 実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
12 幼児教育・保育

   

 施策の内容
 
 質の高い幼児教育と、保護者が安心して子どもを預け、仕事と子育てを両立できる環

境を整えるため、幼稚園、保育所、認定こども園等の受入体制や、保育を必要とする児
童を対象とした児童コミュニティクラブ等の受入体制を確保します。 

また、将来にわたる保育ニーズに対応するため、公立保育所の改修を行うなど、保育
環境の充実を図ります。

 

児童コミュニティクラブ事業費 保育・幼稚園課

地域子ども・子育て支援事業費 保育・幼稚園課

公立保育所運営管理費 保育・幼稚園課

病児・病後児一時保育事業費 保育・幼稚園課

教育・保育推進事業費 保育・幼稚園課

子ども・子育て支援給付費 保育・幼稚園課

子育てのための施設等利用給付費 保育・幼稚園課

就労等で放課後留守家庭となる小学生を対象に、安全に生活できる場を提供します。また、民間放課後児童ク

ラブに対し事業費の一部を補助します。

また、令和９年度からの民間事業者への運営業務委託について公募を実施するとともに、市全体として放課後の

受入れ体制の拡充について検討を進めます。

利用者支援員を配置し、教育・保育施設や地域の子育て支援事業の利用に係る情報提供や相談、助言を行いま

す。また、教育・保育施設を利用する際の実費費用の一部について、低所得世帯等への助成を行います。

公立保育所を運営し、保護者の就労、疾病等で保育を必要とする児童に対し、適切な保育を実施します。また、

家庭における子育てに関する悩み等について保育士が、相談事業を行います。

児童が病中又は病気の回復期にあって、保育所等における集団保育や、家庭での保育が困難な場合に、適切な保

育環境が確保される施設において一時的に保育します。

教育・保育の充実を図るため、一時預かりや延長保育等に係る費用の一部を助成するとともに、待機児童解消の

ため、保育環境を充実し保育士が働きやすい環境を整備する補助を行い、保育士確保の取組を進めます。また、保

育所等における使用済み紙おむつの処分を推進し、保護者や保育士等の負担軽減を図るため、紙おむつの処分に係

る経費を補助します。

子ども・子育て支援法の規定に基づき、就学前児童が必要な教育・保育を受けることができるよう、保育所、認

定こども園、小規模保育施設等を利用した際の費用について、施設に対し給付します。

また、令和８年度から、すべての子どもの育ちを応援するための乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

の実施に伴う乳児等支援給付を開始します。

私学助成幼稚園の保育料の一部や、保育を必要とする児童が幼稚園・認定こども園の預かり保育、認可外保育

施設等を利用した際の費用の一部について、幼児教育・保育の無償化制度に基づく助成を行います。
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◎ 重点事業 

 

 

12-1

千円 千円
予算科目

保育体制拡充事業 保育・幼稚園課

事業費見込み 74,394 83,400
03.02.02.835.007

事業
内容

多様な児童に応じた適切な教育・保育の機会を継続的かつ安定的に提供すると同時に待機児童の解
消を図るため、心身の障がいをはじめ支援を必要とする児童を受け入れる保育所等に対する補助を行いま
す。また、直接的な保育士確保策として、令和８年度から保育士に対して奨学金返済の補助を行うほ
か、就職説明会を開催し、保育体制の拡充に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

保育士等の就職説明会
の開催 就職説明会の開催 就職説明会の開催

保育士等確保のための
情報発信

保育士等確保のための情報発信
／奨学金返済補助の創設

保育士等確保のための情報発信
／奨学金返済補助の実施

障がい児保育の補助 補助の実施／効果検証
／拡充検討

補助の実施／効果検証
／拡充検討

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

子ども・若者健全育成支援事業費 こども若者支援課

子ども・若者体験活動事業費 こども若者支援課

子ども・若者相談事業費 こども若者支援課

青少年の健全育成のため、青少年育成団体に補助金等を交付し、活動の推進及び組織育成に

努めるほか、青少年指導員の指導・育成を図ります。また、年度内に20歳を迎える若者のた

め、実行委員会を組織し「はたちのつどい」を挙行します。

子ども・若者を対象に、多様な体験活動や様々な人々との交流ができる安全で安心な居場所

を創出することを目的として、小学校で「放課後子ども教室」を、地域のコミュニティ施設で

「こども・若者の居場所づくり事業」を実施します。

また、子ども・若者が体験を通じて知識を習得し、自己形成に繋げるための学習活動を推進

します。

悩みを抱える子ども・若者や保護者から寄せられた相談に対し、相談員が適切な助言を行い

ます。また、青少年の被害・非行防止、良好な環境づくりのため街頭指導や啓発活動を実施し

ます。さらに、若者のひきこもり対応に向け、庁内及び関係機関との連携を図り、支援体制に

ついて検討します。

 
13 若者・青少年

   

 施策の内容
 
 子ども・若者の自立や、健全な成長を促すため、地域における体験学習や地域活動の

機会を提供するとともに、複雑・深刻化する悩みや問題を解決するための相談体制の充
実を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

13-1

千円 千円
予算科目

若者のひきこもり支援事業 こども若者支援課

事業費見込み 40 88
03.02.03.811.003

事業
内容

若者のひきこもりに対応するため、令和6(2024)年度に行った支援ニーズ等の調査結果に基づき、支援
対象者を相談に繋げるための効果的な周知及び関係機関との連携協力体制の強化に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

若者のひきこもり相談の実施 支援対象者及び保護者の
居場所や相談の場を開催

支援対象者及び保護者の
居場所や相談の場を開催

若者のひきこもり支援体制の
構築と支援策の実施

関係機関との連携による
社会参加支援の試行

関係機関との連携による
社会参加支援の実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

国際教育推進事業費 教育指導課

教育相談事業費 教育センター

不登校対策強化事業費 教育センター

創意ある学校づくり推進事業費 教育指導課

小中学校図書館整備事業費 教育指導課

小中学校情報教育推進事業費 教育指導課

通級指導教室推進事業費 教育センター

小中学校学習活動支援事業費 教育指導課

実践的コミュニケーション能力の育成を図るために、小中学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置するとと

もに、外国につながりのある児童生徒の学習活動を支援するため、日本語指導等協力者を派遣します。

複雑多様化する様々な相談に対応するため、必要な専門家を適正に配置し、心理・福祉・教育の多職種による

切れ目ない支援を行います。

不登校の児童生徒やその保護者の不安を軽減し孤立を防ぐことを目的に、フリースクール等と連携を図りなが

ら、進路情報の提供や語り合える場をつくります。また、小中学校に対し、不登校未然防止や不登校の対応につ

いて研究を推進するための支援を行います。

学校・家庭・地域の連携・協働による学校づくりを推進するため、学校運営協議会の運営を支援するととも

に、体験活動の充実を図るため、創意ある教育活動を展開するための助成を行います。

読書環境の整備及び学習情報センターとしての学校図書館の機能向上を図り、児童生徒の豊かな学び（読書活

動）を充実させるため、学校図書館の蔵書整備や図書整備員の派遣を行います。

児童生徒の情報活用能力の育成及び情報モラル教育を推進するとともに、教職員のＩＣＴを活用した指導力の

向上及び校務処理の円滑化に資するため、小中学校のＩＣＴ環境の整備やＩＣＴ支援員の派遣を行います。

児童・保護者・在籍校への指導・支援を行うとともに、通級指導教室の拡充と円滑な運営及び指導を推進して

いきます。

小学校における少人数指導及び教科担当制を推進するため、非常勤講師を配置します。また、児童生徒の基本

的な生活習慣や学習態度を育むため、児童生徒指導補助員を配置します。

 
14 学校教育

   

 施策の内容
 
 教育を取り巻く環境変化や個々の教育的ニーズに対応した教育を推進するため、き

め細やかな指導体制の充実を図ります。また、多様化・複雑化する課題に対応するため、
切れ目のない相談・支援体制の充実を図ります。 

さらに、学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちの健やかな成長を支えるため、
地域とともにある学校づくりを推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14-1

千円 千円
予算科目

不登校対策強化事業 教育センター

事業費見込み 1,594 1,794
09.01.03.935.001

事業
内容

不登校の児童生徒や保護者の不安を軽減し孤立を防ぐため、地域のフリースクール等と学校とが連携す
る仕組みを構築し、学習支援の方策の検討や、広報啓発・相談会事業等を実施します。
　また、小中学校における、不登校の未然防止に資するような教育課程の構築、学校風土の醸成等に係
る実践研究を推進します。

項　目 令和８年度 令和９年度

学校・フリースクール等連携協
議会の設置・運営 設置・運営 運営

小中学校における教育課程の
抜本的見直しのための研究 調査研究 調査研究

「学びの多様化学校」の視察
等 視察等 視察等

取組
工程

14-2

千円 千円
予算科目

小学校教科担当制等推進事業 教育指導課

事業費見込み 27,633 37,166
09.02.02.946.001

事業
内容

小学校において、教科担当教員による専門的指導や、複数の教員による多面的な児童理解、チームに
よる児童指導・支援をめざした教科担当制を実施するため、大山小学校を除く小学校９校に非常勤講
師を配置します。
あわせて、少人数の児童へのきめ細かい学習指導や、校内教育支援センターで不登校傾向のある児童
の学習支援を行うため、非常勤講師を配置します。

項　目 令和８年度 令和９年度

教科担当制実施校への
非常勤講師の配置 拡充配置 拡充配置

少人数指導実施校への
非常勤講師の配置 拡充配置 拡充配置

取組
工程
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14-3

千円 千円

予算科目

小中学校学習活動支援事業 教育指導課

事業費見込み 23,833 35,154
09.02.02.946.002
09.03.02.948.001

事業
内容

児童生徒の集団生活への適応を図るとともに、基本的な生活習慣や学習態度を育むため、指導補助
員を全小中学校に配置します。
あわせて、大山小学校を除く小学校9校に、不登校傾向の児童の居場所となる校内教育支援センター
を設置し、学習支援や相談を行うため、指導補助員を配置します。

項　目 令和８年度 令和９年度

指導補助員の配置 拡充検討 拡充検討

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

市立小中学校在り方検討事業費 教育総務課

小中学校体育館空調設備整備事業費 教育総務課施設担当

小中学校施設維持管理費 教育総務課施設担当

小中学校校舎等改修事業費 教育総務課施設担当

小中学校給食事業費 学校教育課

学校徴収金管理事業費 学校教育課

市立小中学校の望ましい学校規模等に関する基本方針に基づき、対応策の検討が必要な学校

に関する現状や課題等を整理するため、関係者に対するアンケート調査を実施します。

教育環境の改善及び災害時の避難所機能の向上を図るため、小中学校体育館の空調設備整備

を進めます。

安全で快適な教育環境を確保するため、学校施設を適正に維持管理・修繕するとともに、民

間施設を活用した水泳授業支援業務の試行を継続します。

老朽化する学校施設の安全を確保するとともに、教育環境の改善を図るため、学校施設個別

施設計画に基づく改修等を計画的に進めます。

　給食運営の円滑化及び健康（食）教育としての充実を進めます。

学校の働き方改革の推進及び保護者の利便性の向上を図るため、学校徴収金（小学校給食費

及び教材費等）の管理を行います。

 
15 教育環境整備

   

 施策の内容
 
 児童生徒が学校で安全かつ快適に学び生活できるよう、老朽化した施設の計画的な

改修を図るなど、学校施設の環境改善に取り組みます。 
また、教育の公平性や教育水準の維持向上を図るため、学校規模と配置の適正化に

関する検討を進めます。
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◎ 重点事業 

 

 

 
 
 
 
 

15-1

千円 千円
予算科目

市立小中学校在り方検討事業 教育総務課

事業費見込み 48 0
09.01.02.912.001

事業
内容

今後の児童生徒数の減少や学校施設の老朽化等の学校教育を取り巻く環境変化に適切に対応す
るため、小中学校の望ましい学校規模等に関する基本方針を踏まえ、個別の学校の在り方検討を進め
ます。

項　目 令和８年度 令和９年度

小中学校の望ましい学校規模
等に関する基本方針の運用 運用 運用

個別の学校の在り方検討 調査・検討 検討・協議

取組
工程

15-2

千円 千円

予算科目

小中学校校舎等改修事業 教育総務課施設担当

事業費見込み 10,731 320,908
09.02.01.502.001
09.03.01.522.001

事業
内容

　老朽化する学校施設の安全を確保し、快適な教育環境を整えるため、学校施設個別施設計画に基づ
く改修等を計画的に実施します。

項　目 令和８年度 令和９年度

トイレ改修工事 １校 １校

屋上・外壁・外部開口部等
改修工事 １校 ２校

取組
工程
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15-3

千円 千円

予算科目

小中学校体育館空調設備整備事業 教育総務課施設担当

事業費見込み 47,472 600,539
09.02.01.496.001
09.03.01.497.001

事業
内容

安全で快適な教育環境の整備及び災害時の避難所機能の向上を図るため、小中学校体育館に空調
設備を３か年で整備します。

項　目 令和８年度 令和９年度

小学校体育館への整備 設計（３校） 設計（７校）
工事（３校）

中学校体育館への整備 設計（４校）
工事着手（２校） 工事（４校）

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

文化振興事業費 社会教育課

生涯学習推進事業費 社会教育課

地域学校協働活動推進事業費 社会教育課

公民館活動事業費 社会教育課

公民館維持管理費 社会教育課

図書館・子ども科学館維持管理費 図書館・子ども科学館

図書館運営事業費 図書館・子ども科学館

子ども科学館運営事業費 図書館・子ども科学館

市民の芸術文化活動への参加を促進するため、活動成果の発表や鑑賞の場を提供し、芸術文化の

向上と普及活動に取り組みます。

幼児から青少年、高齢者までの多様な世代に対する生涯学習の充実を図るとともに、学習成果を

市民活動に生かせる仕組みづくりや生涯学習推進リーダーの養成を支援します。

地域と学校が連携・協働して、地域全体で子どもたちの成長を支えるため、地域学校協働活動推

進員を委嘱し、その活動を推進します。

　市民同士が交流を深め、自主的な学習活動の推進を図るとともに、地域社会の活性化並びに現代的

課題に対応するため、各公民館において講座等を実施します。

伊勢原市公民館施設個別施設計画に基づき公民館施設の適切な改修に努め、利用者の安全性の確

保及び施設機能の維持を図ります。

施設の適正な維持管理に努めるとともに、伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画に基づ

き、施設の長寿命化改修を図ります。

あらゆる年代層の市民が利用する生涯学習施設として、サービスの向上に努めます。また、ＩＣ

Ｔを活用して電子図書館を設置し、デジタル資料の収集、提供を図ります。

子ども科学館を円滑に運営するため、環境整備に努めます。また、科学館の施設等を活用し学校

教育への支援、充実を図ります。

 
16 生涯学習

   

 施策の内容
 
 市民一人ひとりが個性と能力を伸ばし、生きがいのある充実した人生を送れるよう、

生涯を通した多様な学習機会の提供を図ります。 
また、老朽化した施設の計画的な改修を図るなど、生涯学習環境を整備します。
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◎ 重点事業 

 

 

 

16-1

千円 千円
予算科目

地域学校協働活動推進事業 社会教育課

事業費見込み 1,859 2,309
09.04.01.881.001

事業
内容

子どもたちが、多様化する環境に対応し成長する過程で、地域社会とのつながり、地域ぐるみで子どもを
育てるため、地域住民や学生、PTA、企業等の幅広い参画を得て、地域と学校が連携・協働した活動を
推進します。また、地域学校協働活動推進員の情報共有の場を整えるとともに、コミュニティ・スクールと連
携し、新たなボランティアの育成に努めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

地域学校協働活動推進員協
議会の開催（回数） 2回 2回

研修会の実施（回数） 2回 2回

取組
工程

16-2

千円 千円
予算科目

電子図書館運営事業 図書館・子ども科学館

事業費見込み 2,046 5,342
09.04.03.570.002

事業
内容 　情報提供の発信源として図書館資料の充実を図るため、いせはら電子図書館を運営します。

項　目 令和８年度 令和９年度

電子図書館用資料の提供 運営 運営

電子図書館学校連携サービス
（児童読み放題）の提供 運営 運営

電子図書館システムの
維持管理 維持管理 維持管理

閲覧用デジタルデータサービス
の提供 運営 拡充

取組
工程
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16-3

千円 千円
予算科目

図書館・子ども科学館施設長寿命化事業 図書館・子ども科学館

事業費見込み 2,832 54,382
09.04.03.569.003

事業
内容

伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画に従い、築50年（令和20(2038)年度）を目安と
する長寿命化改修に先立ち、安全性・緊急性に応じた機能回復を図るため、劣化の著しい部位の機能
回復修繕を実施します。

項　目 令和８年度 令和９年度

給排水衛生設備工事 条件整理 設計

電気設備更新 設計
（昇降機更新）

工事（昇降機更新）
／設計（発電機更新）

空調設備工事 ― 条件整理

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

文化財保護事業費 社会教育課歴史文化担当

地域文化財活用推進事業費 社会教育課歴史文化担当

貴重な文化財の継承を図るため、本市に関係する文化財の調査を進め、その保存環境の整備

を図ります。さらに、本市の歴史的魅力を広めるため、文化財の活用事業を展開するととも

に、効果的な情報発信を行います。

令和３(2021)年度に文化庁長官の認定を受けた伊勢原市文化財保存活用地域計画に基づき、

伊勢原市地域文化財保存活用協議会が国庫補助制度を利用して実施する地域文化財の保存・活

用事業を支援します。

 
17 歴史文化

   

 施策の内容
 
 文化財の地域資産としての理解を深め、次世代への確実な継承を図るため、伊勢原

市文化財保存活用地域計画に基づき、文化財の調査、保存、活用、人材育成に関する
取組を推進します。
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◎ 重点事業 

17-1

千円 千円
予算科目

文化財管理施設整備・運営事業 社会教育課歴史文化担当

事業費見込み 4,965 7,025
09.04.01.544.011

事業
内容

老朽化が進む文化財保存室に替わり、文化財資料の整理、収蔵を担う施設を確保するため、旧堀江
邸等の調査、条件整理、改修等必要な措置を実施するとともに、既存施設の活用について検討します。

項　目 令和８年度 令和９年度

文化財保存室の移転・廃止 移転先検討／
移転準備 検討結果により移転・廃止

旧堀江邸の整備 調査／移転先検討／移転準備 調査／部分改修
検討結果により移転

文化財保管施設の移転・廃止 賃貸 検討結果により移転・廃止

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

商工業振興対策事業費 商工観光課

商工業団体組織活動支援事業費 商工観光課

中小企業金融対策事業費 商工観光課

企業立地促進事業費 商工観光課

中小企業先端設備導入促進事業費 商工観光課

地域雇用創出事業費 商工観光課

中小企業労務改善促進事業費 商工観光課

障害者雇用奨励事業費 商工観光課

求人・求職紹介相談事業費 商工観光課

商店街の活性化及び新たな雇用創出を図るため、空き店舗等の活用促進とともに、活発な活動を行っている

商店街団体や経営者等を支援します。

 商工業団体の育成・発展や市域商工業の振興を図るため、商工業団体が実施する事業や活動を支援します。

金融の円滑化と中小企業者の健全な発展を図るため、市内中小企業者に対し、利用しやすい融資条件を提供

するなど融資負担軽減に繋がる支援に取り組みます。

新たな企業の立地や既存企業の再投資等を促進するため、企業立地促進条例に基づく奨励措置を講じます。

また、市内中小企業の見本市等の出店による販路拡大や情報発信等の取組を支援します。

 本市の主要産業である製造業の生産性向上に向けた設備投資を支援します。

雇用機会の拡大等を図るため、会員企業の求人開拓や労働力の定着等に取り組む雇用促進協議会を支援する

とともに、就労支援や労務相談、創業支援等に取り組みます。

中小企業の労働環境や労働条件を向上・改善するため、中小企業で組織する団体や組合が行う勤労者の労務

改善、福祉推進事業等の活動を支援するとともに、中小企業における従業員の福祉の増進や雇用の安定を支援

します。

障がい者の雇用促進、雇用安定及び社会的自立を図ることを目的に、障がい者を常用雇用している市内中小

企業者を支援します。

雇用機会の拡大・就業の促進を図るため、求人・求職情報の提供や求職者に対する就業相談・紹介等に取り

組む「伊勢原市ふるさとハローワーク」の運営を支援します。

 
18 商工業

   

 施策の内容
 
 地域産業の活性化に向け、中小企業に対する設備投資や販路拡大などの支援ととも

に、商店街の賑わいの創出や中心市街地の回遊性の向上を図るため、商店街団体への
支援や空き店舗の活用促進に取り組みます。 

また、誰もが自分の希望に沿って働くことができる社会を実現するため、就労支援する
とともに多様な人材が活躍できる環境づくりを推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

 

18-1

千円 千円
予算科目

企業立地促進事業 商工観光課

事業費見込み 1,922 2,000
06.01.02.343.001

事業
内容

伊勢原大山インターチェンジ周辺地区を中心とした新たな企業立地や既存企業の再投資等を促進する
ため、企業立地促進条例に基づく奨励措置を講じるとともに、立地期限満了後の条例改正内容の検討
を進めます。
　また、市内中小企業の見本市等の出店による販路拡大や情報発信等の取組を支援します。

項　目 令和８年度 令和９年度

新たな企業誘致及び既存
企業の設備投資等の促進 奨励措置制度等の運用 奨励措置制度等の運用

企業立地促進条例の改正 対象企業へのアンケート調査
／条例改正内容の検討

現行条例の立地期限終了
／条例改正

取組
工程

18-2

千円 千円
予算科目

中小企業先端設備導入促進事業 商工観光課

事業費見込み 1,512 3,030
06.01.02.904.001

事業
内容

本市の主要産業である製造業を支援するため、新たな支援制度を創設し、生産性向上に向けた先端
設備導入に対して助成を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

先端設備等導入補助事業の
実施 補助の実施 補助の実施

市内中小企業への
アンケート調査 実施に向けた準備 市内工業団地等に対する

効果測定アンケート調査の実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

観光振興事業費 商工観光課

観光誘客宣伝事業費 商工観光課

観光基盤整備事業費 商工観光課

観光地域活性化推進事業費 商工観光課

山岳美化推進費 商工観光課

大山駐車場運営費 商工観光課

観光施設維持管理費 商工観光課

日本遺産活用推進事業費 商工観光課

観光振興及び地域経済の活性化を図るため、伊勢原観光道灌まつりを開催するとともに、観光協会をは

じめとする各種観光振興団体の活動を支援します。

県内外からの幅広い観光誘客につなげるため、観光協会と連携して本市の魅力発信に取り組むととも

に、駅観光案内所の運営を支援します。

ホスピタリティの向上及びリピーターの獲得を図るため、ハイキングコースの修繕や芝桜の植栽など安

全かつ魅力的な受入体制の整備を行います。

 本市の魅力アップ及びホスピタリティの向上を図るため、歴史・文化遺産を生かした誘客事業や登山道の

整備等を実施するとともに、インバウンド向けのプロモーション事業を実施します。

ハイキングコースの安全確保及び美化活動を推進するため、山岳美化推進員による巡視を行うととも

に、維持管理に必要な清掃、簡易修繕等を行います。

 観光客の利便性及びホスピタリティの向上を図るため、市営大山駐車場の管理運営を行います。

観光客の利便性及びホスピタリティの向上を図るため、観光地公衆トイレをはじめとする観光施設の維

持管理を行います。

日本遺産「大山詣り」のブランド力を生かした本市の魅力アップ及びリピーターの獲得につなげるた

め、様々な観光事業に取り組む伊勢原市日本遺産協議会を支援します。

 
19 観 光

   

 施策の内容
 
 国内外から多くの観光客を呼び込むため、広域幹線道路ネットワークを生かした受入

体制の整備を推進するとともに、地域や関係機関と連携しながら、地域の特性や日本遺
産ブランドを活用した更なる観光振興を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19-2

千円 千円
予算科目

観光インバウンド等プロモーション事業 商工観光課

事業費見込み 1,000 1,000
06.01.04.361.006

事業
内容

本市の魅力アップ及びホスピタリティの向上を図るため、民間事業者と連携したインバウンド向けPRを実施
します。また、大山地域通訳案内士による観光案内をスムーズに行うため、事務局機能を観光協会へ移
行するなど、インバウンド向けの取組を強化します。

項　目 令和８年度 令和９年度

インバウンド向け
観光情報の発信 情報発信 情報発信

大山地域通訳案内士の
活用促進

観光協会への機能移行・
活用促進 活用促進

取組
工程

19-1

千円 千円
予算科目

日本遺産活用推進事業 商工観光課

事業費見込み 6,000 4,000
06.01.04.860.001

事業
内容

日本遺産「大山詣り」のブランド力を生かした本市の魅力アップ及びリピーターの獲得につなげるため、「教
育旅行誘致促進事業」や「日本遺産ブランド商品開発・販促事業」に加え、日本遺産登録１０周年記
念事業など、様々な観光事業に取り組む伊勢原市日本遺産協議会を支援します。

項　目 令和８年度 令和９年度

日本遺産協議会の運営 運営 運営

教育旅行の誘致促進 誘致促進 誘致促進

日本遺産ブランド商品の
開発促進 開発促進 開発促進

収益事業の実施 実施 実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 
20 農林業

   

 施策の内容
 
 農業者の持続的かつ安定的な経営を支援するため、営農継続支援や新規就農者の

確保とともに、担い手への農地の集積・集約化、農道や水路などの基盤整備、有害鳥獣
対策などを推進します。 

また、水源の涵養や、災害防止等の多様な機能を保全するため、間伐や作業路の整
備など、森林整備を推進します。

 

農業経営基盤強化対策事業費 農業振興課

環境保全型農業推進事業費 農業振興課

有害鳥獣対策事業費 農業振興課

農業地域環境整備事業費 農業振興課農林整備担当

農村振興整備事業費 農業振興課農林整備担当

林業基盤整備事業費 農業振興課農林整備担当

ふるさとの森づくり事業費 農業振興課農林整備担当

地域農業の担い手として、次世代の農業を担う経営感覚に優れた農業経営体（認定農業者

等）や新規就農者を育成・支援していきます。

農業が有する多面的機能の発揮を図るため、環境負荷を低減するとともに地球温暖化防止や

生物多様性保全に効果の高い、環境保全型農業に取り組む農業者の支援を行います。

有害鳥獣による農作物被害の軽減を図るため、地域と一体となり、集落環境整備、被害防

除、捕獲等の対策を実施します。

大田地区を都市と調和した活力と魅力ある農業地域として、農地の利用集積、生産性の向上

を図り、農道や水路などの農業用施設を地域住民の理解と連携のもとで保全管理等を行うよ

う、伊勢原市大田地区土地改良区に指導します。

地域の特性に応じた生産基盤の整備や、生活環境の向上を総合的に推進します。また、農地

中間管理機構と連携し、担い手への農地集積・集約化を促進するため、下小稲葉３期地区にお

ける農道や農業用水路等の基盤整備を行います。

作業路網の整備により、林産物の搬出や施業機械の搬入を容易にし、森林管理の効率化を促

進します。これにより、林業経営の健全化を図るとともに、自然環境の保全、水源林の確保と

いった森林の公益的機能の維持・向上を図ります。

伊勢原市森林整備計画に基づいた適切な森林管理を推進し、自然環境の保全と森林の持つ公

益的機能の確保を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

20-1

千円 千円
予算科目

地域農業経営基盤強化促進計画推進事業 農業振興課

事業費見込み 48 48
05.01.03.293.002

事業
内容

地域の話し合いにより目指すべき将来の農業のあり方と農地利用の姿を明確にするため、農業の将来の
在り方や農地一筆ごとに農業を担う者を表示した地図を明確化した「地域計画」を改定し、担い手への農
地集積を推進します。

項　目 令和８年度 令和９年度

地域計画の改定 計画改定／
担い手への農地集積の推進

計画改定／
担い手への農地集積の推進

取組
工程

20-2

千円 千円
予算科目

スマート農業等導入支援事業 農業振興課

事業費見込み 2,000 2,000
05.01.03.293.003

事業
内容

農業の効率化や労働力不足の解消により、生産性の向上及び農業経営の拡大を図るため、スマート農
業機械等の導入に対する支援制度を開始します。

項　目 令和８年度 令和９年度

スマート農業等の導入の補助 制度創設／補助実施 補助実施

取組
工程

20-3

千円 千円
予算科目

農地耕作条件改善事業 農業振興課農林整備担当

事業費見込み 22,370 30,000
05.01.05.327.003

事業
内容

農地中間管理機構と連携しつつ、担い手への農地集積・集約化を促進するため、農道や農業用水路
等の基盤整備を実施します。

項　目 令和８年度 令和９年度

農道の整備
(下小稲葉地区)

工事
（農道、橋梁　１橋 ）

工事
（農道・水路、橋梁　２橋）

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

環境保全啓発事業費 環境対策課

生活系雑排水対策事業費 環境対策課

公害防止対策事業費 環境対策課

環境保全対策推進事業費 環境対策課

市民、事業者等へ環境保全に関する啓発事業を実施するため、市民連携組織に事業補助を行

うことにより、環境保全啓発イベント等を開催します。

生活系雑排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道事業計画区域外の地

域で、既設の単独処理浄化槽やくみ取便所から合併処理浄化槽に転換する者に対して補助し、

良好な水質環境の確保に努めます。

事業活動に伴う公害防止のため、立入検査等を実施し、指導及び監視に努めるとともに、河

川の水質調査及び自動車騒音の常時監視を実施し、環境基準の適合状況を把握します。

「ゼロカーボンシティいせはら」の実現に向けて、再生可能エネルギーの普及促進を図るた

め、住宅への太陽光発電設備及び蓄電池の導入費用に対し補助を実施するとともに、住宅の省

エネルギー性能の向上を促すため、ネット・ゼロ・エネルギーハウス（ZEH）及び断熱窓改修

費用に対し補助を実施します。

また、市内小中学校の照明をLED化することにより、事務事業における温室効果ガスの排出

量削減を推進します。

 
21 地球・生活環境

   

 施策の内容
 
 令和３２(2050)年における二酸化炭素排出量実質ゼロを実現するため、市民や事

業者と一体となって再生可能エネルギーや省エネルギーなどの普及を促進します。 
また、本市の豊かな自然環境や快適な生活環境を守るため、自然環境保全の意識啓

発や河川水質の維持・向上を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

21-1

千円 千円
予算科目

カーボンニュートラル推進事業 環境対策課

事業費見込み 77,775 84,944
04.01.05.934.002

事業
内容

令和32(2050)年における二酸化炭素排出量実質ゼロに向けて、再生可能エネルギー導入等への補
助と、脱炭素につながる豊かな暮らしを創る国民運動「デコ活」の普及啓発を進めます。
　また、公共施設の脱炭素化を率先して推進するため、ESCO事業によりLED照明を導入するとともに、実
質再エネ100％電力を活用します。

項　目 令和８年度 令和９年度

再生可能エネルギー等の
導入のための補助制度 補助制度の拡充 補助制度の継続

デコ活の普及啓発 事業実施 事業実施

公共施設の脱炭素化 事業実施 事業実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

ごみ減量化・再資源化推進事業費 清掃リサイクル課

生活環境美化推進事業費 清掃リサイクル課

環境美化啓発事業費 清掃リサイクル課

ごみの減量化と資源化を図るため、木質系粗大ごみの資源化事業や生ごみ処理機の購入に対

する補助金の交付などを行います。また、資源物を法に基づく分別基準適合物とするための施

設として、資源リサイクルセンターの管理運営を行うほか、草木類のステーション収集を実施

します。

生活環境の向上を図るため、美化意識の啓発と不法投棄物の回収を実施し、公的な場所の環

境美化を推進します。

イベントの開催などの活動を通して、ごみの減量とリサイクルの啓発を促進するとともに、

美化活動や清掃事業、保健事業等の環境衛生に関して積極的に活動している個人と団体を表彰

します。

 
22 循環型社会

   

 施策の内容
 
 循環型社会を実現するため、行政、市民、企業によるごみの減量化・資源化の取組を

推進します。
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◎ 重点事業 

 

22-1

千円 千円
予算科目

資源リサイクルセンター管理運営事業 清掃リサイクル課

事業費見込み 107,304 111,538
04.02.02.272.003

事業
内容

　ごみの減量化と資源化を推進するため、資源リサイクルセンターの管理・運営を行います。
また、令和8年度からは資源プラスチック（容器包装プラスチックと製品プラスチック）の分別収集を開始

し、製品プラスチックを含めた中間処理業務を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

製品プラの分別収集 資源プラスチック分別収集の開始 資源プラスチックの分別収集の実施

中間処理委託 中間処理委託の実施
（製品プラの追加） 中間処理委託の実施

資源回収拠点の開設・運営 資源回収拠点委託の実施 資源回収拠点委託の実施

取組
工程

22-2

千円 千円
予算科目

草木類分別収集・資源化事業 清掃リサイクル課

事業費見込み 29,350 29,350
04.02.02.272.004

事業
内容

　燃やすごみの減量化・資源化を促進するため、草木類の分別収集を実施します。
また、分別収集の効率化を図るため、収集サポートシステムを活用し、可燃ごみ収集委託業者との連携

により、集積所における排出情報の共有等を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

ステーションデータのデジタル化 ステーションデータの管理 ステーションデータの管理

分別収集に向けた市民周知 広報紙、ホームページ等での周知 広報紙、ホームページ等での周知

委託業者と連携した
分別収集の実施 分別収集の実施 分別収集の実施

破袋・異物除去作業 破袋・異物除去作業 破袋・異物除去作業

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

 

都市計画推進事業費 都市政策課・新産業拠点整備課

地域基盤施設整備事業費 都市政策課

国県事業推進事務費 国県・企画調整課

将来にわたり持続的に発展する集約型まちづくりを推進するため、立地適正化計画を改定す

るとともに、県が行う都市計画基礎調査の基礎資料となる都市計画基本図を修正します。

地域の持続的な発展に寄与する基盤施設整備を実現するため、道路・水路等の公共施設の整

備に向けた用地取得を行います。

広域交通ネットワークや本市の地域特性である農業や観光業のほか医療機関の立地等を生か

し、平時は地域振興に資する拠点として人々の憩いや賑わいの場を創出し、災害発生時は医療

従事者等による救援・救護活動や、道路管理者等による道路啓開作業の拠点とするなど、様々

な機能が発揮できるような「道の駅」の設置を目指し検討を進めます。

 
23 新たな土地利用

   

 施策の内容
 
 都市計画道路や鉄道などの広域交通ネットワークを生かした適切な土地利用を推進

するとともに、多様な主体との協働による地域まちづくりを活性化するなど、豊かな自然
環境と調和した、将来にわたり持続的に発展する集約型都市づくりをめざします。
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◎ 重点事業 

 
 

 
 
 

 

23-1

千円 千円
予算科目

三ノ宮土地利用推進事業 新産業拠点整備課

事業費見込み 5,087 15,000
07.04.01.407.004

事業
内容

都市計画道路や鉄道などの広域交通ネットワークを生かした産業系市街地の創出を図るため、自然環
境に配慮しながら適切な土地利用を推進します。

項　目 令和８年度 令和９年度

三ノ宮土地利用検討 土地利用の検討／
都市計画手続 市街化区域編入

取組
工程

23-2

千円 千円
予算科目

新たな地域拠点整備推進事業 新産業拠点整備課

事業費見込み 10,150 8,000
07.04.01.407.003

事業
内容

市全体の持続可能な発展に寄与する次世代型のモデルとなる新しい地域拠点の形成に向け、まちづくり
基本計画の策定を進めるとともに、まちづくりの実装に向けた、実証実験の検討を進めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

新たな地域拠点の
まちづくり検討

まちづくりの検討／
まちづくり基本計画の策定

都市施設の設計／研究会設立
／実証実験の検討

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

伊勢原駅北口市街地整備推進事業費 市街地整備課

土地区画整理推進事業費 市街地整備課・新産業拠点整備課

伊勢原駅北口地区は、市の玄関口、駅前の顔づくりとして、駅前広場を含む都市計画道路伊

勢原駅前線の整備を進めるとともに、建物の共同化や高度利用による駅前にふさわしい賑わい

創出と都市居住の誘導などを目的として、市街地再開発事業の手法による市街地整備を推進し

ます。

【想定される事業効果】

公共交通ターミナル機能の強化、土地の高度・有効利用による都市型居住空間の形成、防災性

の向上、魅力と賑わいのある商業・業務地の形成、定住促進、観光振興、観光業など地域産業

との連携、地域経済への波及効果 など

新東名高速道路等の広域幹線道路の整備効果を生かした新たな産業用地の創出を目的とし

て、土地区画整理事業の手法による産業基盤整備を推進します。

今後の人口減少や少子高齢化に伴う労働力の減少による地域経済の活力低下が見込まれるも

のの、産業用地の創出による都市の活力向上を図り、将来にわたり持続的に発展する都市づく

りに取り組みます。

【想定される事業効果】

市内産業の活性化、雇用機会の拡大、定住促進、観光振興、観光業・農業など地域産業との連

携、脱炭素社会への取組、周辺環境と調和した街並みの形成 など

 
24 都市整備

   

 施策の内容
 
 利便性が高く、賑わいと魅力ある中心市街地を形成するため、伊勢原駅北口地区に

おける再開発事業を推進します。 
新たな雇用創出や地域経済の活性化を図るため、広域交通ネットワークの整備効果

を生かした新市街地の整備を促進します。
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◎ 重点事業 

 

 

 

 

24-1

千円 千円
予算科目

伊勢原駅北口市街地整備推進事業 市街地整備課

事業費見込み 319,996 652,240
07.04.08.429.001

事業
内容

市街地再開発事業の工事着手に向け、事業計画認可や権利変換計画認可など必要な関係機関協
議及び各種計画策定に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

市街地再開発事業の推進 事業計画認可
（再開発組合設立） 権利変換計画認可

取組
工程

24-2

千円 千円
予算科目

伊勢原大山インター土地区画整理推進事業 新産業拠点整備課

事業費見込み 293,583 159,103
07.04.02.409.004

事業
内容

　土地区画整理事業を円滑に推進するため、土地区画整理組合の指導・監督及び関係機関協議調整
並びに土地区画整理事業補助金を交付して組合を支援します。
　また、企業誘致を進めるため、組合と協力して立地企業の選定に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

土地区画整理組合への支援 組合の支援 組合の支援

土地区画整理事業への補助
金交付 補助金の交付 補助金の交付

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

道路維持管理費 土木管理課

舗装打換事業費 土木管理課

市道改良事業費 道路整備課

橋りょう維持管理費 土木管理課

安全な歩行空間整備事業費 道路整備課

都市計画道路田中笠窪線整備事業費 道路整備課

 トンネル、大型カルバート等の道路構造物の長寿命化を図るため、修繕を計画的に実施します。

 道路環境の向上及び交通安全を図るため、老朽化が著しい路線の舗装打換を実施します。

 生活環境の充実を図るとともに、安全で安心な暮らしの実現に向け、市道の整備を実施します。

 橋りょうの長寿命化を図るため、修繕及び耐震化を計画的に実施します。

 安全な歩行空間を確保するため、交通安全施設の整備を実施します。

市内の東西交通の利便性向上や、災害時における防災拠点等へのアクセス向上、更には、伊勢原

駅周辺の交通渋滞の緩和のため、都市計画道路の整備を計画的に実施します。

 
25 道　路

   

 施策の内容
 
 便利で快適な道路ネットワークの形成に向け、都市計画道路の整備を推進します。 

また、安全な交通環境や歩行空間を確保するとともに、老朽化している道路施設の計
画的な整備を推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

 

 

 

25-1

千円 千円
予算科目

都市計画道路田中笠窪線整備事業 道路整備課

事業費見込み 1,733,470 1,219,000
07.04.03.410.001

事業
内容

市内の東西交通の利便性向上や、災害時における防災拠点等へのアクセス向上、更には、伊勢原駅
周辺の交通渋滞の緩和のため、都市計画道路の整備を計画的に実施します。

項　目 令和８年度 令和９年度

道路整備等
（田中地区） 付帯工事／家屋事後調査 確定測量／補償

道路整備等
（笠窪・串橋・神戸地区） 道路、橋りょう工事／用地補償 道路、橋りょう工事

／用地補償

取組
工程

25-2

千円 千円
予算科目

安全な歩行空間整備事業 道路整備課

事業費見込み 128,841 120,509
07.02.05.385.030

事業
内容 　安全な歩行空間を確保するため、交通安全施設の整備を実施します。

項　目 令和８年度 令和９年度

歩道整備工事 測量／設計／工事 測量／設計／工事

バリアフリー化工事 工事 工事

歩車共存道路整備工事 工事 工事

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

公園維持管理費 都市政策課・土木管理課

地域公園整備事業費 都市政策課

緑化推進事業費 都市政策課

都市公園等の利用増進と安全確保を図りながら、市民参加の公園づくりを推進するため、適

正な維持管理を行います。

都市公園（スポーツ施設含む）を市民が安全・安心に利用できるよう、老朽化した施設の更

新やトイレの洋式化を進めるとともに、避難場所に位置付けられている都市公園への防災機能

付加を通じて地域の防災力強化を図ります。

市民の緑化意識の普及啓発を図るため、公園緑花まつりや花いっぱい運動を推進し、緑化推

進等に関する市民活動を支援します。

 
26 公園・緑化

   

 施策の内容
 
 基幹公園等の計画的な整備、公園施設の長寿命化及び防災施設付加を着実に推進

するとともに、多様なニーズに応えるため維持管理の新たな担い手の育成を図ります。
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◎ 重点事業 

 

 

 

 

26-1

千円 千円
予算科目

公園施設保全改修事業 都市政策課

事業費見込み 7,113 22,113
07.04.05.763.002

事業
内容

公園施設を良好に管理していくため、公園遊具施設の更新を進めるとともに、老朽化した公園フェンスの
改修及び公園灯機器のリースを継続します。

項　目 令和８年度 令和９年度

公園遊具の更新 公園遊具の更新 公園遊具の更新

一般公園施設の長寿命化 一般公園施設の長寿命化 一般公園施設の長寿命化

公園灯の更新 機器のリース、修繕 機器のリース、修繕

地域公園トイレ改修 トイレ改修 トイレ改修

取組
工程

26-2

千円 千円
予算科目

公園施設防災機能整備事業 都市政策課

事業費見込み 0 5,500
―

事業
内容

災害に強いまちづくりを実現するため、地域防災計画に避難場所として位置付ける都市公園（近隣公
園・街区公園）について、防災機能を付加します。

項　目 令和８年度 令和９年度

緊急（一時）避難場所である
街区公園への防災機能の付加 防災機能の付加 防災機能の付加

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

汚水管渠維持管理費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課

雨水管渠維持管理費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課

ポンプ場維持管理費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課下水道施設担当

終末処理場維持管理費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課下水道施設担当

汚水管渠整備事業費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課

雨水管渠整備事業費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課

ポンプ場整備事業費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課下水道施設担当

終末処理場整備事業費　＜公営企業会計＞ 下水道整備課下水道施設担当

河川管理費 下水道整備課

衛生的で快適な生活環境の実現と、良好な公共用水域の水質保全を図るため、公共下水道施

設の適切な管理に努めます。

 排水路の流下断面確保や災害防止のため、草刈り、浚渫及び修繕工事等を実施します。

生活環境の保全及び公共用水域の水質保全を図るため、ポンプ場の運転管理及び施設管理を

行います。

生活環境の保全及び公共用水域の水質保全を図るため、終末処理場の運転管理及び施設管理

を行います。

公共下水道の整備により都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域

の水質保全を図るため、整備を実施します。

公共下水道事業計画区域内において、雨水による浸水被害の軽減を図るため、整備を実施し

ます。

 公共下水道処理区域内の汚水を送水するため、ポンプ場の整備を行います

 公共下水道処理区域内の汚水を処理するため、終末処理場の整備を行います。

河川及び排水路の流下断面確保や災害防止のため、草刈り、河床整理及び修繕工事等を実施

します。

 
27 河川・下水道

   

 施策の内容
 
 良好な住環境を確保するため、災害時の被害や施設の損傷を低減し、河川の治水対

策と公共下水道（汚水、雨水）の整備を推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

27-1

千円 千円
予算科目

建設改良費

下水道整備課
下水道整備課下水道施設担当

下水道経営課

事業費見込み 1,047,358 2,145,000
（公営企業会計）

事業
内容

　災害に強いまちを築くため、河川の治水対策を進めるとともに、生活環境の向上や公共用水域の水質保
全のため、公共下水道の整備や普及促進を図ります。

項　目 令和８年度 令和９年度

浸水対策 矢羽根第1-1幹線工事の実施 矢羽根第1-1幹線工事の実施

地震対策 下水道施設の耐震化の実施
／マンホールトイレの整備 下水道施設の耐震化の実施

公共下水道整備 整備工事・設計の実施 整備工事・設計の実施

長寿命化対策 下水道施設の長寿命化の実施 下水道施設の長寿命化の実施

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

木造住宅耐震化促進事業費 建築住宅課

市営住宅長寿命化対策事業費 建築住宅課

空き家対策推進事業費 建築住宅課

耐震基準を満たさない木造住宅の耐震化の促進を図るため、所有者に対する耐震診断等の補

助を実施します。

市営住宅の住環境の保全のため、市営住宅長寿命化計画に基づき、居住性の向上等に向けた

改善事業を実施します。

 空き家の適切な管理に向け、伊勢原市空家等対策計画の取組を推進します。

 
28 住　宅

   

 施策の内容
 
 市民生活の安全・安心を確保するため、木造住宅の耐震化を促進するとともに、市営

住宅の居住性の向上などを図るため、計画的に改善事業や長寿命化改修を進めます。 
また、空き家の適切な管理に向けた対策を推進します。

 

- 76 -



 

 

◎ 重点事業 

 

 
 

28-1

千円 千円
予算科目

空き家対策推進事業 建築住宅課

事業費見込み 4,094 4,094
07.05.01.913.001

事業
内容

空家等対策計画に基づき、管理不全である空き家所有者に対する周知啓発などによる適正管理、空き
家バンクなどによる空き家の利活用、相談会などによる管理不全の空き家の発生抑制の取組を進めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

空家等対策計画・運営 実態把握／協議会運営 実態把握／協議会運営

適正管理 周知啓発／
法・条例による改善対応

周知啓発／
法・条例による改善対応

利活用 バンク実施／相談等 バンク実施／相談等

発生抑制 周知啓発／相談等／促進対策 周知啓発／相談等／促進対策

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

◎ 重点事業 

　 －－－ 

 

景観まちづくり推進事業費 都市政策課

良好な景観形成を目的とした景観協議を推進するとともに、景観写真展や地域景観資源登録

などの啓発事業を通じて、市民、事業者、市が協働した伊勢原らしい景観まちづくりを推進し

ます。

 
29 景　観

   

 施策の内容
 
 地域の個性と魅力を生かしたまちづくりを実現するため、建築物や公共施設などの適

切な景観誘導を図るとともに、市民参加・協働による景観まちづくりを推進します。
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◆ 施策構成事業 

 

 

◎ 重点事業 

公共交通対策事務費 都市政策課

公共交通空白地区等対策事業費 都市政策課

安全で円滑な移動ができるまちづくりを推進するため、地域公共交通計画に基づき公共交通

事業者との連携のもと、ノンステップバスの導入や公共交通の利用促進等の取組を進めます。

 地域公共交通計画に基づき、公共交通空白地区等における移動環境支援の取組を進めます。

30-1

千円 千円
予算科目

公共交通空白地区等対策事業 都市政策課

事業費見込み 4,377 1,673
07.04.01.690.001

事業
内容

運転士不足等に対応した快適で利用しやすい公共交通ネットワークの形成を図るため、公共交通空白
地区等を含む地域との対話を踏まえた、新たな交通モードの検討を進めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

モデル地区での検討 実証実験 本格運行

移動支援施策の検討 対応策の検討 実証実験

取組
工程

 
30 公共交通

   

 施策の内容
 
 快適で利用しやすい公共交通ネットワークの形成に向け、交通事業者との連携による

取組を推進します。
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◆ 施策構成事業 

 

 

自治会振興費 市民協働課

市民協働推進等事業費 市民協働課

市民活動サポートセンター運営費 市民協働課

自治会連合会への支援や地域集会所への助成を行い、自治会活動や地域コミュニティ活動の

活性化を図るとともに、自治会が地域課題解決に向け力を発揮できるように、市として必要な

支援を行います。また、持続可能な地域コミュニティの実現に向け、引き続き調査・研究を行

います。

市民協働を推進するため、提案型協働事業制度等を運用するとともに、市民活動中の思わぬ

事故を補償する災害補償制度を運用し、安心して活動できる環境を整備します。

市民活動の活性化に向け、拠点施設としての機能充実及び円滑な運営を図るとともに、市民

活動団体等に対して、必要な情報提供やアドバイス等を行います。また、市民活動サポートセ

ンターの機能移転や管理運営方法の見直しについて、引き続き調査・研究を行います。

 
31 コミュニティ・市民協働

   

 施策の内容
 
 住民自らが地域の課題を解決するまちづくりを進めるため、自治会活動を支援し、地

域コミュニティの充実を図ります。 
また、地域の多様化する課題に対応するため、市民活動団体や事業者などとの連携

を強化し、市民協働の活性化を図ります。
 

- 80 -



 

 

◎ 重点事業 

 

 

31-1

千円 千円
予算科目

地域活動支援事業 市民協働課

事業費見込み 27,650 33,200
02.01.07.059.001

事業
内容

地域住民による活動を推進するため、自治会運営や地域集会施設等の整備に対する財政的支援の
ほか、自治会ホームページの開設支援等の側面的支援を行うとともに、自治会が所有する不動産等を自
治会名義での登記等ができるよう、自治会の法人化を支援します。また、持続可能な地域コミュニティの実
現に向け、引き続き調査、研究を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

各種補助金等財政的支援 財政的支援の実施／
見直し検討

財政的支援の実施／
見直し検討

ホームページ開設などの
側面的支援 開設・更新 開設・更新

地縁団体法人化支援 制度の周知／相談対応 制度の周知／相談対応

持続可能な地域コミュニティ
実現に向けた調査・研究 地方創生アドバイザー事業の活用 地方創生アドバイザー事業の活用

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

人権意識啓発事業費 人権・広聴相談課

犯罪被害者等支援事業費 人権・広聴相談課

男女共同参画推進事業費 人権・広聴相談課

基本的人権が尊重されるまちづくりを目指し、伊勢原市人権施策推進指針（改定版）に基づ

き、人権啓発活動を実施します。

犯罪被害者等の権利利益の保護並びに被害の軽減及び回復を図るため、伊勢原市犯罪被害者

等支援条例に基づく支援を実施します。

男女がお互いを認め合い、尊重し、誰もがいきいきと暮らせる社会を目指し、第３次伊勢原

市男女共同参画プランに基づき、男女共同参画施策を推進します。

 
32 人権・男女共同参画

   

 施策の内容
 
 人権啓発や人権教育等の推進により、市民が互いの人権を尊重できる環境の充実を

図るとともに、犯罪被害者等に対する相談窓口の充実や関係機関と連携した支援制度
の構築に努めます。 

また、性別に関わらず対等な立場で働き、暮らすことができる環境を整えるため、男女
共同参画に関する啓発などの取組を推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

32-1

千円 千円
予算科目

人権意識啓発事業 人権・広聴相談課

事業費見込み 1,734 1,194
02.01.01.030.001

事業
内容

性的マイノリティや事実婚のカップルの生きづらさや困難の解消を図るため、パートナーシップ宣誓制度を運
用するとともに、市民が人権に対する理解を深められるよう、人権啓発講演会の開催など、人権啓発活動
を実施します。また、社会の諸問題に対応するため、伊勢原市人権施策推進指針の再改定を行います。

項　目 令和８年度 令和９年度

パートナーシップ宣誓制度
の運用 運用 運用

人権啓発・人権相談の実施 講演会の開催／
人権擁護委員による相談　等

講演会の開催／
人権擁護委員による相談　等

人権施策推進指針の再改定 市民人権意識調査の実施／
調査結果分析

改定作業／パブリックコメント
／公表

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

平和推進事業費 市民協働課

国際交流推進事業費 市民協働課

平和都市宣言の理念に基づき、恒久平和の実現と核兵器廃絶の趣旨を広く啓発するとともに、平

和の尊さを次世代に継承していくための中学生平和学習、平和を祈念するパネル展示等の事業を実

施し、平和史料の収集・公開事業等を行います。

多文化共生社会の実現のため、外国籍市民等への日本語教育を中心とした取組を推進するととも

に、伊勢原市国際交流委員会等による市民主体の交流事業や活動に対する支援を行います。

 
33 平和・多文化共生

   

 施策の内容
 
 平和な社会を次代へ継承するため、幅広い年代に対する啓発事業を通して、平和の

尊さを伝えていきます。 
また、外国籍市民等にも暮らしやすいまちづくりを進めるため、多言語での情報提供

の充実や市民との交流を促進し、多文化共生のまちづくりを推進します。
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◎ 重点事業 

－－－ 
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◆ 施策構成事業 

 

 

広報活動事業費 広報戦略課

シティプロモーション活動事業費 広報戦略課

移住・定住促進事業費 経営企画課

市民が必要とする情報を確実に入手できるよう、広報いせはらの発行や市公式ホームページの運

用など、様々な媒体を活用した広報活動に取り組みます。

市の更なる認知度向上を図るため、市公式インスタグラムによる魅力発信や公式イメージキャラ

クターの活用、市民や事業者等と連携した取組を進めるほか、専門委員を配置し、戦略的かつ効果

的なシティプロモーションを推進します。

　また、定住・交流人口の増加を図るため、定住促進ポータルサイトの運営等に取り組みます。

今後の本格的な人口減少・少子高齢化を見据え、人口の減少幅を可能な限り小さくし、持続可能

な地域社会を維持するため、移住・定住の促進を図ります。

 
34 広報・シティプロモーション

   

 施策の内容
 
 市民が必要とする情報を確実に入手できるよう、様々な媒体を活用した広報活動に

取り組みます。 
また、定住人口・交流人口の増加を図るため、市民や事業者等と連携した戦略的かつ

効果的なシティプロモーションを推進します。
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◎ 重点事業

 

 

34-1

千円 千円
予算科目

シティプロモーション活動事業 広報戦略課

事業費見込み 5,481 3,439
02.01.02.813.001

事業
内容

市の更なる認知度向上を図るため、市公式インスタグラムによる魅力発信や公式イメージキャラクターの活
用、市民や事業者等と連携した取組を進めるほか、専門委員を配置し、戦略的かつ効果的なシティプロ
モーションを推進します。
　また、定住・交流人口の増加を図るため、定住促進ポータルサイトの運営等に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

インスタグラムの運用 運用方法の見直し 見直しを踏まえた取組の実施

多様な主体と連携した
シティプロモーションの実施 実施 実施

定住促進ポータルサイトの運営 運営 運営

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

人材育成・確保事業費 職員課

行政改革推進費 デジタル・行政経営課

新たな歳入創出事業費 発想クルリン課

財政調整基金積立金 財政課

まちづくり企画調整推進費 経営企画課

職員研修計画に基づき、階層別研修や派遣研修、課題・職能別研修等を継続的に実施しま

す。また、研修受講後の意識・行動の変化等、研修効果を検証し、より効果的な質の高い研修

を計画･実施することにより、人材育成を図ります。

行財政改革推進計画の進行管理等を行うため、外部委員で構成する行財改革推進委員会を開

催します。また、限られた経営資源で持続的に質の高い行政サービスを提供していくため、Ｂ

ＰＲ（業務改革）に取り組み、継続的な業務の見直しを図ります。

安定的な経営体質へ転換するため、個人向けふるさと納税、企業版ふるさと納税をはじめと

して積極的に税外収入の確保を図るほか、クラウドファンディング等の新たな財源の確保に取

り組みます。

大規模な災害や急激な景気変動、年度間の財源不均衡の調整などに備えるため、財政調整基

金残高の確保に向け、できる限りの積み増しに努めます。

第6次総合計画前期基本計画に位置付ける成果指標の達成状況を把握するため、市民意識調

査を実施します。また、後期基本計画の策定に向け、前期基本計画の政策に係る内部評価の客

観性及び透明性を高めるため、市民及び学識経験者等で構成する評価委員会を設置し、外部評

価を実施します。

 
35 行財政運営

   

 施策の内容
 
 市民に信頼され、健全で安定した財政運営を図るため、税収の確保、市債の計画的

な管理や財政調整基金の確保など、財務マネジメントの強化を図ります。 
また、限られた経営資源で持続的に質の高い行政サービスを提供していくため、事務

事業の見直しや様々な主体との連携、職員の人材育成などを図り、効果的かつ効率的
な行政運営を推進します。
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◎ 重点事業 

 

 

35-1

千円 千円
予算科目

新たな歳入創出事業 発想クルリン課

事業費見込み 55,663 75,000
02.01.03.932.001

事業
内容

安定的な経営体質へ転換するため、ふるさと納税やクラウドファンディングの実施など、積極的に税外収
入の確保を図るほか、新たな財源の確保に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

ふるさと納税の推進 返礼品開発／プロモーションの実施 返礼品開発／プロモーションの実施

企業版ふるさと納税の促進 企業訪問／リーフレット送付 等 企業訪問／リーフレット送付 等

クラウドファンディング
の導入、活用 新規案件の検討、活用 新規案件の検討、活用

新たな独自財源の確保 組織全体での
新規財源の検討・獲得

組織全体での
新規財源の検討・獲得

取組
工程

35-2

千円 千円
予算科目

人材育成・確保事業 職員課

事業費見込み 7,399 9,629
02.01.01.019.001

事業
内容

社会情勢の急激な変化や多様化・複雑化する市民ニーズへの対応が求められる中、職員の能力や特
性を最大限に発揮させる人材育成及び優秀な人材を確保するため、職員の研修及び職員採用試験を
継続的かつ改革的に実施します。

項　目 令和８年度 令和９年度

職員研修の計画的な実施 環境変化や市民ニーズに対応
できる研修の実施

環境変化や市民ニーズに対応
できる研修の実施

多様な採用試験の実施による
人材の確保

専門試験等の廃止／
面接による人物重視の選考

専門試験等の廃止／
面接による人物重視の選考

職員満足度の向上
メンター制度及び多面評価の

本格導入／職員満足度向上に
資する新たな取組を検討

メンター制度及び多面評価の
運用／職員満足度向上に
資する新たな取組を検討

取組
工程
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35-3

千円 千円
予算科目

行政改革推進事業 デジタル・行政経営課

事業費見込み 244 1,234
02.01.01.028.001

事業
内容

行財政基盤を強化するとともに、デジタル化による業務の効率化や効果的な執行体制を構築するため、
行財政改革推進計画を推進します。
また、今後の業務の効率化や人的資源の効果的な配分等、行政運営の最適化に資する取組を進める

ため、BPRによる継続的な業務見直しを行うとともに、会計年度任用職員の適正配置に取り組みます。

項　目 令和８年度 令和９年度

行財政改革推進計画の推進 進行管理 進行管理／計画改定

BPRの実施 BPRの検証等／
継続的な業務見直し

BPRの検証等／
継続的な業務見直し

会計年度任用職員のあり方の
検討 適正配置 適正配置

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

公共施設総合管理事業費 公共施設マネジメント課

公共施設等総合管理基金積立金 財政課

市民文化会館改修事業費 市民協働課市民文化会館担当

公共施設の縮充・最適配置、老朽化への対応など、公共施設等総合管理計画及び公共施設再

配置プランに基づく取組を推進します。

公共施設等総合管理計画や個別施設計画に基づき、公共施設を総合的かつ計画的に管理して

いくため、公共施設等総合管理基金の計画的な運用により負担の平準化を図ります

市民文化会館施設改修事業を実施する民間事業者について、適切な事業者を選定するにあた

り、学識経験者を交え専門的かつ客観的な視点からの検討等を行うため、市民文化会館施設改

修事業者選定委員会による審議を行います。

 
36 公共施設マネジメント

   

 施策の内容
 
 公共施設の安全・安心の確保と利便性の向上を図り、市民に持続可能な施設サービ

スを提供できるよう、既存公共施設を適切に維持管理するとともに、様々な機能を融合さ
せ、施設の規模は縮めても機能は充実させる「縮充」の考えのもとで、長寿命化、統廃
合・多機能化・複合化・集約化など公共施設の適正管理・適正配置の取組を進めます。
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◎ 重点事業 

 

 

 

36-1

千円 千円
予算科目

市民文化会館施設改修事業 市民協働課市民文化会館担当

事業費見込み 33 1,803,000
02.01.10.827.002

事業
内容

市民の芸術文化活動や生涯学習活動等の場を持続的に提供するため、市民文化会館の長寿命化
等を図る施設改修事業について、民間事業者のノウハウを活用したデザインビルド（設計施工一括発
注）方式により改修工事等を実施するとともに、改修後の開館準備を進めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

改修工事 事業者選定・契約／実施設計 改修工事／運営方法の検討

取組
工程
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◆ 施策構成事業 

 

 

電算事務管理費 デジタル・行政経営課

電子自治体推進事業費 デジタル・行政経営課

国の｢自治体DX推進計画｣の重点取組事項である、｢自治体の情報システムの標準化･共通化｣

に向け、標準システムへのデータ移行や環境構築などを行い、標準システムへ移行する準備を

進めていきます。

市民の利便性向上と職員の業務効率化を図るため、各種行政手続きのオンライン化やデジタ

ルデバイド対策、AIやRPAの活用による事務改善などを進めていきます。

 
37 ＩＣＴの利活用

   

 施策の内容
 
 市民の利便性の向上や行政事務の効率化を図るため、行政手続きのオンライン化を推

進するとともに、ＡＩやＲＰＡなどの技術の活用や情報システムの標準化などを進めます。 
また、ＩＣＴの利活用を支えるシステムの安定稼働と情報セキュリティの強化を進めるほ

か、デジタルの活用に不安のある方が取り残されないよう、デジタルデバイド対策を推進
します。
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◎ 重点事業 

 

 

 

37-1

千円 千円
予算科目

書かない窓口整備事業 デジタル・行政経営課

事業費見込み 0 32,597
―

事業
内容

市民の窓口での滞在時間短縮を進めるため、マイナンバーカード等を活用し、記入負担の多い各種届
出書（転入・転居・出生・死亡など）を自動作成するとともに、住基システムの自動入力を行い、職員の
負担軽減を図ります。

項　目 令和８年度 令和９年度

住民異動や証明発行窓口など
にシステム導入 拡充に向けた検討 住民異動や証明発行窓口などに

システム導入

取組
工程

37-2

千円 千円
予算科目

行政手続オンライン化推進事業 デジタル・行政経営課

事業費見込み 14,036 13,569
02.01.01.027.004

事業
内容

情報通信技術の活用による行政手続きの利便性向上を図るため、各種行政手続きのオンライン化の拡
大を進めます。

項　目 令和８年度 令和９年度

行政手続きのオンライン化の
拡充 手続きのオンライン化の拡充 手続きのオンライン化の拡充

取組
工程
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37-3

千円 千円
予算科目

自治体情報システム標準化・共通化事業 デジタル・行政経営課

事業費見込み 607,969 607,701
02.01.01.017.005

事業
内容

令和７(2025)年度に標準化基準の適合を完了させたシステムについて、標準化事業の特性を生か
し、データ標準レイアウトを活用した抜本的な業務の見直しと、関連システムの最適化を実施し、対象業
務に係る業務量と運用経費の削減に向けた取組を行います。また、令和７(2025)年度末までに標準準
拠システムへ移行できなかった15業務システムについて移行作業を継続します。

項　目 令和８年度 令和９年度

システムの移行 システム構築・運用 運用

印刷発送業務委託 開始 運用

業務の見直し 新たな運用体制の構築／
自治体業務の見直し 自治体業務の見直し

取組
工程
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(３)未来を見据えた いせはら元気創生戦略 

第６次期総合計画では、人口減少・少子高齢化に伴う諸課題

に対応するため、「未来を見据えた いせはら元気創生戦略」に

より、前期基本計画に掲げる３７の施策を分野横断的に位置付

け、紐付く重点事業及び施策構成事業を戦略的に展開していき

ます。 

 

 

《参考》４つの基本目標に紐付く主な重点事業※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

基本目標３ 
結婚・妊娠・出産・子育ての希望に応え、 
　　　　　　選 ばれるまちをつくる

主な重点事業

○子育て家庭紙おむつ等支給事業 

○妊産婦健康診査等助成事業 

○産後ケア事業 

○不登校対策強化事業 

○小中学校校舎等改修事業 

○小中学校体育館空調設備整備事業

○空き家対策推進事業 

○公共交通空白地区等対策事業 

○市民文化会館施設改修事業 

○避難所マンホールトイレ 

　　　　   ユニット整備事業 

○重層的支援体制整備事業 

○行政改革推進事業 

○介護予防事業 

主な重点事業

基本目標１ 
まちの特性や強みを生かした地域産業の 

振興により、新たな雇用を創出する　

主な重点事業

基本目標２ 
魅 力 の効 果 的 な発 信 により  

多 彩 な人 の流 れをつくる　

主な重点事業

○日本遺産活用推進事業 

○観光インバウンド等 

　　　　　　　プロモーション事業 

○伊勢原駅北口市街地整備推進事業 

○新たな歳入創出事業 

○シティプロモーション活動事業

基本目標４ 
持 続 可 能 な地 域 社 会 を築 き、 
　　　　　健康で快適な暮らしを創出する

○三ノ宮土地利用推進事業 

○新たな地域拠点整備推進事業 

○伊勢原大山インター 

　　　　　土地区画整理推進事業 

○スマート農業等導入支援事業 

※（４）いせはら元気創生戦略（個別戦略別）事業一覧から抜粋して掲載しています。 
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(４) いせはら元気創生戦略（個別戦略別）事業一覧 

いせはら元気創生戦略の４つの基本目標にそれぞれ位置付けた個別戦略と、それに紐付く

分野別の３７施策の主な事業について、分野横断的に整理します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名［＊・・・重点事業／印なし・・・施策構成事業］

＊ 企業立地促進事業 18 商工業

＊ 三ノ宮土地利用推進事業 23 新たな土地利用

＊ 新たな地域拠点整備推進事業 23 新たな土地利用

＊ 伊勢原大山インター土地区画整理推進事業 24 都市整備

都市計画推進事業費 23 新たな土地利用

地域基盤施設整備費 23 新たな土地利用

＊ 企業立地促進事業（再掲） 18 商工業

＊ 中小企業先端設備導入促進事業 18 商工業

＊ 日本遺産活用推進事業 19 観光

＊ 観光インバウンド等プロモーション事業 19 観光

＊ 地域農業経営基盤強化促進計画推進事業 20 農林業

＊ スマート農業等導入支援事業 20 農林業

＊ 農地耕作条件改善事業 20 農林業

商工業振興対策事業費 18 商工業

商工業団体組織活動支援事業費 18 商工業

中小企業金融対策事業費 18 商工業

観光振興事業費 19 観光

観光誘客宣伝事業費 19 観光

観光地域活性化推進事業費 19 観光

農業経営基盤強化対策事業費 20 農林業

農業地域環境整備事業費 20 農林業

林業基盤整備事業費 20 農林業

区分 施策

　■ 雇用の創出に大きな役割を果たす企業の誘致推進
地域の優位性を生かした企業誘致を促進し、雇用機会の拡大を図ります。また、広域幹線道路等
の整備効果を生かすため、計画的な市街地の拡大を図ります。

　■ 地域経済の活性化につなげる企業活動支援
製造業、農業、観光関連産業など、本市の多様な産業の振興や企業の競争力強化を図ります。
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＊ 人材育成・確保事業 35 行財政運営

シルバー人材センター運営助成事業費 06 高齢者福祉

児童コミュニティクラブ事業費 12 幼児教育・保育

教育・保育推進事業費 12 幼児教育・保育

地域雇用創出事業費 18 商工業

中小企業労務改善促進事業費 18 商工業

障害者雇用奨励事業費 18 商工業

求人・求職紹介相談事業費 18 商工業

男女共同参画推進事業費 32 人権・男女共同参画

　■ 魅力的な働き場の創出と多様な就労ニーズに応じた就労環境づくり
多様化する価値観やライフスタイル・ワークスタイルを踏まえ、誰もがその力を発揮できる就業環境づ
くりを促進します。
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事業名［＊・・・重点事業／印なし・・・施策構成事業］

＊ 文化財管理施設整備・運営事業 17 歴史文化

＊ 日本遺産活用推進事業（再掲） 19 観光

＊ 観光インバウンド等プロモーション事業（再掲） 19 観光

＊ シティプロモーション活動事業 34 広報・シティプロモーション

文化財保護事業費 17 歴史文化

地域文化財活用推進事業費 17 歴史文化

観光振興事業費（再掲） 19 観光

観光誘客宣伝事業費（再掲） 19 観光

観光地域活性化推進事業費（再掲） 19 観光

観光基盤整備事業費 19 観光

山岳美化推進費 19 観光

国県事業推進事務費 23 新たな土地利用

景観まちづくり推進事業費 29 景観

＊ 日本遺産活用推進事業（再掲） 19 観光

＊ 観光インバウンド等プロモーション事業（再掲） 19 観光

＊ 伊勢原駅北口市街地整備推進事業 24 都市整備

＊ シティプロモーション活動事業（再掲） 34 広報・シティプロモーション

＊ 新たな歳入創出事業 35 行財政運営

大山登山マラソン大会開催費 10 運動・スポーツ

商工業振興対策事業費（再掲） 18 商工業

観光振興事業費（再掲） 19 観光

観光誘客宣伝事業費（再掲） 19 観光

観光地域活性化推進事業費（再掲） 19 観光

国県事業推進事務費（再掲） 23 新たな土地利用

移住・定住促進事業費 34 広報・シティプロモーション

＊ 日本遺産活用推進事業（再掲） 19 観光

＊ 観光インバウンド等プロモーション事業（再掲） 19 観光

＊ シティプロモーション活動事業（再掲） 34 広報・シティプロモーション

観光誘客宣伝事業費（再掲） 19 観光

観光地域活性化推進事業費（再掲） 19 観光

景観まちづくり推進事業費（再掲） 29 景観

移住・定住促進事業費（再掲） 34 広報・シティプロモーション

区分 施策

　■ 観光資源等を活用した交流機能の強化
自然や景観、歴史文化など、本市の多彩な観光資源の発掘・磨き上げを行い、交流機能の強化
を図ります。

　■ にぎわいと関係人口の創出
将来的な移住の促進も見据え、にぎわいの創出など、継続的かつ多様な形で本市に関わる関係
人口の創出・拡大に取り組みます。

　■ 伊勢原の魅力発信・定住促進
本市の魅力を効果的に発信するため、多様なデジタルツールを活用した情報発信等に取り組むとと
もに、快適に暮らせる住環境を整え、様々な世代の定住を促進します。
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事業名［＊・・・重点事業／印なし・・・施策構成事業］

＊ 子育て家庭紙おむつ等支給事業 11 子育て支援

＊ 妊産婦健康診査等助成事業 11 子育て支援

＊ 産後ケア事業 11 子育て支援

＊ こども家庭センター事業 11 子育て支援

＊ 安全な歩行空間整備事業 25 道路

＊ 公園施設保全改修事業 26 公園・緑化

産科医師分娩手当補助金 09 地域医療

こども医療費助成事業費 11 子育て支援

子育て支援推進事業費 11 子育て支援

ファミリー・サポート・センター事業費 11 子育て支援

子育てサポーター養成事業費 11 子育て支援

妊娠・出産包括支援事業費 11 子育て支援

乳幼児健康診査事業費 11 子育て支援

不妊症・不育症治療費助成事業費 11 子育て支援

＊ 保育体制拡充事業 12 幼児教育・保育

児童コミュニティクラブ事業費（再掲） 12 幼児教育・保育

公立保育所運営管理費 12 幼児教育・保育

病児・病後児一時保育事業費 12 幼児教育・保育

教育・保育推進事業費（再掲） 12 幼児教育・保育

子育てのための施設等利用給付費 12 幼児教育・保育

男女共同参画推進事業費（再掲） 32 人権・男女共同参画

区分 施策

　■ 子育て世代に選ばれる子育てしやすい環境づくり
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援サービスの充実や負担軽減を図ります。また、安心
して結婚、出産、子育てができるよう、子ども子育てを支える温かい社会環境づくりを進めます。

　■ 仕事と子育ての両立支援
多様な働き方ができる環境づくりを進め、ワーク・ライフ・バランスの実現を図ります。また、男女共同
参画や女性の活躍支援の取組を推進します。
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＊ こども家庭センター事業（再掲） 11 子育て支援

＊ 若者のひきこもり支援事業 13 若者・青少年

＊ 不登校対策強化事業 14 学校教育

＊ 小学校教科担当制等推進事業 14 学校教育

＊ 小中学校学習活動支援事業 14 学校教育

＊ 市立小中学校在り方検討事業 15 教育環境整備

＊ 小中学校校舎等改修事業 15 教育環境整備

＊ 小中学校体育館空調設備整備事業 15 教育環境整備

＊ 図書館・子ども科学館施設長寿命化事業 16 生涯学習

＊ 地域学校協働活動推進事業 16 生涯学習

子ども家庭相談事業費 11 子育て支援

子ども・若者体験活動事業費 13 若者・青少年

子ども・若者相談事業費 13 若者・青少年

創意ある学校づくり推進事業費 14 学校教育

教育相談事業費 14 学校教育

通級指導教室推進事業費 14 学校教育

小中学校施設維持管理費 15 教育環境整備

図書館・子ども科学館維持管理費 16 生涯学習

子ども科学館運営事業費 16 生涯学習

　■ 子ども・若者が将来に希望を持てる環境づくり
次代の「いせはら」を担う子どもや若者が、将来に夢と希望を持てるよう、教育環境の整備・充実等
を進め、豊かな人間性や社会性等を育むとともに、様々な不安や困難への対応や居場所づくりなど
を進めます。
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事業名［＊・・・重点事業／印なし・・・施策構成事業］

＊ 自転車等駐車場整備事業 04 交通安全

＊ 小中学校校舎等改修事業（再掲） 15 教育環境整備

＊ 小中学校体育館空調設備整備事業（再掲） 15 教育環境整備

＊ 図書館・子ども科学館施設長寿命化事業（再掲） 16 生涯学習

＊ 新たな地域拠点整備推進事業（再掲） 23 新たな土地利用

＊ 伊勢原駅北口市街地整備推進事業（再掲） 24 都市整備

＊ 都市計画道路田中笠窪線整備事業 25 道路

＊ 安全な歩行空間整備事業（再掲） 25 道路

＊ 公園施設保全改修事業（再掲） 26 公園・緑化

＊ 空き家対策推進事業 28 住宅

＊ 公共交通空白地区等対策事業 30 公共交通

＊ 市民文化会館施設改修事業 36 公共施設マネジメント

図書館・子ども科学館維持管理費（再掲） 16 生涯学習

地域基盤施設整備費（再掲） 23 新たな土地利用

道路維持管理費 25 道路

舗装打換事業費 25 道路

市道改良事業費 25 道路

橋りょう維持管理費 25 道路

公共交通対策事務費 30 公共交通

公共施設総合管理事業費 36 公共施設マネジメント

公共施設等総合管理基金積立金 36 公共施設マネジメント

区分 施策

　■ 都市機能の向上、公共施設の縮充
居住環境の向上の取組や都市機能の集約等を進め、徒歩や公共交通により互いにアクセスできる
コンパクトで持続可能な都市の形成をめざします。
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＊ 防災通信網整備事業 01 防災

＊ 避難所マンホールトイレユニット整備事業 01 防災

＊ 防犯灯整備事業 03 防犯・消費生活

＊ 公園施設防災機能整備事業 26 公園・緑化

＊ 建設改良費　＜公営企業会計＞ 27 河川・下水道

＊ 空き家対策推進事業（再掲） 28 住宅

自主防災活動育成事業費 01 防災

総合防災訓練事業費 01 防災

防災行政用無線整備事業費 01 防災

消防活動費 02 消防・救急

消防本部・消防署本署庁舎整備事業 02 消防・救急

防犯対策事業費 03 防犯・消費生活

防犯灯維持管理費 03 防犯・消費生活

地域防犯対策推進事業費 03 防犯・消費生活

防犯拠点運営事業費 03 防犯・消費生活

交通事故防止対策事業費 04 交通安全

交通安全対策事務費 04 交通安全

国県事業推進事務費（再掲） 23 新たな土地利用

木造住宅耐震化促進事業費 28 住宅

＊ 重層的支援体制整備事業 05 地域福祉

＊ 障害者地域生活支援事業 07 障がい者福祉

＊ 発達障がい児者及び家族等支援事業 07 障がい者福祉

＊ 地域学校協働活動推進事業（再掲） 16 生涯学習

＊ 地域活動支援事業 31 コミュニティ・市民協働

＊ 人権意識啓発事業 32 人権・男女共同参画

地域福祉推進事業費 05 地域福祉

創意ある学校づくり推進事業費（再掲） 14 学校教育

市民協働推進等事業費 31 コミュニティ・市民協働

市民活動サポートセンター運営費 31 コミュニティ・市民協働

国際交流推進事業費 33 平和・多文化共生

　■ 災害や様々な脅威に強い暮らしやすいまちづくり
多様な主体が連携し、防災・減災力や防犯力の向上を図り、安全安心を感じることができる地域
社会をめざします。

　■ 地域コミュニティ機能の再生・強化
年齢、障がい、国籍などにかかわらず、誰もが役割を持って活躍できる、互いに支え合う地域社会づ
くりを進め、コミュニティの再生・活性化を図ります。
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＊ 電子図書館運営事業 16 生涯学習

＊ 草木類分別収集・資源化事業 22 循環型社会

＊ 人材育成・確保事業（再掲） 35 行財政運営

＊ 行政改革推進事業 35 行財政運営

＊ 書かない窓口整備事業 37 ICTの利活用

＊ 行政手続オンライン化推進事業 37 ICTの利活用

＊ 自治体情報システム標準化・共通化事業 37 ICTの利活用

電算事務管理費 37 ICTの利活用

電子自治体推進事業費 37 ICTの利活用

＊ 在宅重度要介護者等タクシー利用助成事業 06 高齢者福祉

＊ 介護基盤整備事業 06 高齢者福祉

＊ 介護予防事業 06 高齢者福祉

＊ 習慣化アプリ行動変容支援事業 08 健康づくり

高齢者生きがい事業費 06 高齢者福祉

疾病予防事業費 08 健康づくり

がん検診事業費 08 健康づくり

市民健康増進事業費 08 健康づくり

健診・保健指導事業費 08 健康づくり

特定健康診査等事業費 08 健康づくり

かかりつけ医普及定着促進事業費 09 地域医療

体力づくり推進事業費 10 運動・スポーツ

スポーツ・レクリエーション活動推進事業費 10 運動・スポーツ

体育施設維持管理費 10 運動・スポーツ

公園スポーツ施設改修事業費 10 運動・スポーツ

＊ カーボンニュートラル推進事業 21 地球・生活環境

＊ 資源リサイクルセンター管理運営事業 22 循環型社会

＊ 草木類分別収集・資源化事業（再掲） 22 循環型社会

環境保全啓発事業費 21 地球・生活環境

環境保全対策推進事業費 21 地球・生活環境

ごみ減量化・再資源化推進事業費 22 循環型社会

生活環境美化推進事業費 22 循環型社会

環境美化啓発事業費 22 循環型社会

　■ デジタル化の推進
ICT技術の積極的な活用とともに、デジタルデバイド解消の取り組みを進め、利便性の高いサービス
提供や行政事務の効率化を図ります。

　■ 人生１００年時代の健康づくり

ライフステージに応じた健康増進や疾病予防などの取組により、健康長寿のまちづくりを進めます。

　■ カーボンニュートラルに向けたまちづくり
エネルギーと資源の有効活用に向けた取組を進め、気候変動の影響が最小限に抑えられた豊かな
自然と共生する快適な生活ができるまちをめざします。
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伊勢原市第６次総合計画 

実施計画（令和 8～９年度） 

 

令和８(2026)年 3 月策定 

伊 勢 原 市 


